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(57)【要約】
【課題】活性放射線の照射に対して感度が高く、硬化性、及び保存安定性に優れると共に
、硬化前後での色変化が小さく、また、硬化後、固体表面に対して高い接着性を有する硬
化膜を形成しうる光硬化性組成物、並びに該光硬化性組成物を含むインク組成物を提供す
ることにある。
【解決手段】（Ａ）ラジカル重合性不飽和結合及びスルフィド結合を分子内に有する化合
物と、（Ｂ）ラジカル重合性化合物と、（Ｃ）ラジカル重合開始剤と、（Ｄ）下記一般式
（ｉ）で表される増感色素と、を含有する光硬化性組成物、並びに該光硬化性組成物を含
むインク組成物（一般式（ｉ）中、Ｘは、Ｏ、Ｓ、又はＮＲを表し、Ｒは、水素原子、ア
ルキル基、又はアシル基を表す。ｎは、０、又は１を表す。Ｒ１～Ｒ８は、それぞれ独立
に、水素原子、又は１価の置換基を示す。）。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）スルフィド結合を分子内に有する化合物と、
　（Ｂ）ラジカル重合性化合物と、
　（Ｃ）ラジカル重合開始剤と、
　（Ｄ）下記一般式（ｉ）で表される増感色素と、
を含有する光硬化性組成物。
【化１】

（一般式（ｉ）中、Ｘは、Ｏ、Ｓ、又はＮＲを表し、Ｒは、水素原子、アルキル基、又は
アシル基を表す。ｎは、０、又は１を表す。Ｒ１～Ｒ８は、それぞれ独立に、水素原子、
又は１価の置換基を示す。Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、及びＲ４は、それぞれ隣接する２つが互い
に連結して環を形成していてもよい。Ｒ５又はＲ６と、Ｒ７又はＲ８と、が互いに連結し
て脂肪族環を形成してもよいが、芳香族環を形成することはない。）
【請求項２】
　（Ｅ）着色剤を更に含有する請求項１に記載の光硬化性組成物。
【請求項３】
　請求項１又は請求項２に記載の光硬化性組成物を含むインク組成物。
【請求項４】
　インクジェット記録に用いる請求項３に記載のインク組成物。
【請求項５】
　（１）被記録媒体上に、請求項４に記載のインク組成物を吐出する工程、及び、
　（２）吐出されたインク組成物に活性放射線を照射して、該インク組成物を硬化する工
程、
を含むインクジェット記録方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光硬化性組成物、主としてインクジェット記録に好適なインク組成物、及び
、該インク組成物を用いたインクジェット記録方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　画像データ信号に基づき、紙などの被記録媒体に画像を形成する画像記録方法として、
電子写真方式、昇華型及び溶融型熱転写方式、インクジェット方式などがある。電子写真
方式は、感光体ドラム上に帯電及び露光により静電潜像を形成するプロセスを必要とし、
システムが複雑となり、結果的に製造コストが高価になるなどの問題がある。また熱転写
方式は、装置は安価であるが、インクリボンを用いるため、ランニングコストが高く、か
つ廃材が出るなどの問題がある。
　一方、インクジェット方式は、安価な装置で、且つ、必要とされる画像部のみにインク
を吐出し被記録媒体上に直接画像形成を行うため、インクを効率よく使用でき、ランニン
グコストが安い。更に、インクジェット方式は、騒音が少なく、画像記録方式として優れ
ている。
【０００３】
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　インクジェット方式を用いた画像形成には、例えば、紫外線などの活性放射線の照射に
より硬化可能なインク組成物（以下、放射線硬化型インク組成物と称する。）が用いるこ
とができる。このような放射線硬化型インク組成物としては、高感度で硬化し、高画質の
画像を形成しうるものが求められている。
【０００４】
　放射線硬化型インク組成物は、高感度化を達成することにより、活性放射線の照射によ
る高い硬化性が得られるため、消費電力の低減や活性放射線発生器への負荷軽減による機
器の高寿命化などの利点の他、未硬化の低分子物質の揮発抑制、形成された画像強度の低
下抑制などの種々の利点をも有することになる。また、放射線硬化型インク組成物の高感
度化による硬化被膜強度の向上は、このインク組成物により形成した画像部に高い強度と
耐久性をもたらすことになる。
【０００５】
　放射線硬化型インク組成物の中でも、紫外線硬化型インク組成物としては、例えば、単
官能モノマー又は多官能モノマーのうち、互いに異なる官能基を有するモノマーを組み合
わせて用いるインク組成物が提案されている（例えば、特許文献１参照。）。
　また、放射線硬化性組成物として多官能アクリレートを含む組成物が提案されている（
例えば、特許文献２参照）。これらの組成物は硬化速度に優れ、滲みのない画像を形成し
うるものの、硬化時の体積収縮により、被記録媒体との接着性（密着性）が低下するとい
う問題を有していた。
【０００６】
　また、紫外線硬化型インク組成物における被記録媒体との接着性に関しては、以下のよ
うな技術が提案されている。
　例えば、被記録媒体への接着性及び硬化後の柔軟性を促進する成分として、Ｎ－ビニル
ラクタムを用いた放射線硬化性インクジェットインク組成物が提案されている（例えば、
特許文献３参照）。しかし、Ｎ－ビニルカプロラクタムに代表されるＮ－ビニルラクタム
類は、アクリレート等の汎用のラジカル重合性モノマーとの共重合性の低さに起因して、
硬化後のインク画像表面のベトツキや、低分子量成分が表面より滲出する所謂なき出しな
どが発生する懸念があり、更に、Ｎ－ビニルラクタム類の反応性に起因してインクの粘度
が上昇するなど保存安定性に劣る、或いは、硬化後の着色が影響し、色再現性の観点から
白色及び淡色インクには好適ではない、など種々の問題があった。
【０００７】
　他方、放射線硬化型インクにおいて、放射線に対する感度を高める方法としては、種々
の重合開始系を使用することが提案されている（例えば、非特許文献１、特許文献４、特
許文献５、特許文献６参照）。しかし、優れた硬化感度、画像強度を維持しながら、硬化
後の画像の色再現性が高く、また、保存安定性、吐出安定性を満たすような重合開始系を
、インク組成物において採用した例はない。
【０００８】
　このように、被記録媒体との接着性に優れ、優れた硬化感度、画像強度を維持しながら
も、保存安定性（特に、インクジェット装置に用いた際における吐出安定性）に優れ、硬
化後に得られた画像の色再現性に優れたインク組成物（光硬化性組成物）が望まれている
が、未だ提供されていないのが現状である。
【特許文献１】特開平５－２１４２８０号公報
【特許文献２】特開平８－４１１３３号公報
【特許文献３】特表２００４－５１４０１４号公報
【特許文献４】米国特許第４１３４８１３号明細書
【特許文献５】特開平１－２５３７３１号公報
【特許文献６】特開平６－３０８７２７号公報
【非特許文献１】ブルース　Ｍ．モンロー（Ｂｒｕｃｅ　Ｍ．Ｍｏｎｒｏｅ）ら著，ケミ
カル　レビュー（Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｒｅｖｉｅｗｓ），第９３巻，（１９９３年），ｐ
．４３５－４４８．
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【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明の目的は、活性放射線の照射に対して感度が高く、硬化性、及び保存安定性に優
れると共に、硬化前後での色変化が小さく、また、硬化後、固体表面に対して高い接着性
を有する硬化膜を形成しうる光硬化性組成物を提供することにある。
　また、本発明の他の目的は、活性放射線の照射に対して感度が高く、硬化性、及び保存
安定性に優れると共に、硬化前後での色変化が小さく、また、硬化後、被記録媒体に対し
て高い接着性を有する画像を形成しうるインク組成物、及び、該インク組成物を用いたイ
ンクジェット記録方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者らは鋭意検討を重ねた結果、スルフィド化合物と特定の増感色素とを併用する
ことにより、前記課題を解決しうることを見出し、本発明の光硬化性組成物、及び、本発
明の光硬化性組成物を用いたインクジェット記録方法を完成するに至った。
【００１１】
　即ち、本発明の光硬化性組成物は、（Ａ）スルフィド結合を分子内に有する化合物と、
（Ｂ）ラジカル重合性化合物と、（Ｃ）ラジカル重合開始剤と、（Ｄ）下記一般式（ｉ）
で表される増感色素と、を含有することを特徴とする。
【００１２】
【化１】

【００１３】
　上記一般式（ｉ）中、Ｘは、Ｏ、Ｓ、又はＮＲを表し、Ｒは、水素原子、アルキル基、
又はアシル基を表す。ｎは、０、又は１を表す。Ｒ１～Ｒ８は、それぞれ独立に、水素原
子、又は１価の置換基を示す。Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、及びＲ４は、それぞれ隣接する２つが
互いに連結して環を形成していてもよい。Ｒ５又はＲ６と、Ｒ７又はＲ８と、が互いに連
結して脂肪族環を形成してもよいが、芳香族環を形成することはない。
【００１４】
　本発明の光硬化性組成物において、（Ｅ）着色剤を更に含有することが好ましい態様の
１つである。
【００１５】
　本発明のインク組成物は、本発明の光硬化性組成物を含むことを特徴とし、インクジェ
ット記録に適用されることが好ましい。
【００１６】
　本発明のインクジェット記録方法は、（１）被記録媒体上に、本発明のインク組成物を
吐出する工程、及び、（２）吐出されたインク組成物に活性放射線を照射して、該インク
組成物を硬化する工程、を含むことを特徴とする。
【００１７】
　本発明の光硬化性組成物においては、ラジカル重合性化合物及びラジカル重合開始剤に
加え、スルフィド結合を分子内に有するスルフィド化合物と、一般式（ｉ）で表される増
感色素と、を含む。これにより、特定の増感色素を用いた光重合開始系から発生したラジ
カル活性種が重合反応を生起する際に、ラジカル重合性化合物及びラジカル重合開始剤の
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存在により、放射線照射に対して高感度で硬化することできる。また、スルフィド化合物
中のスルフィド結合によって、暗反応等により組成物で不必要に発生した少量のラジカル
などを失活させることができるため、組成物の暗重合による増粘が抑制されて保存安定性
が向上し、且つ、着色による色変化を抑制できるものと推測される。
　また、本発明の光硬化性組成物は、優れた保存安定性を有することから、インク組成物
としてインクジェット装置に適用した際の吐出安定性にも優れるといった効果も有する。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明によれば、活性放射線の照射に対して感度が高く、硬化性、及び保存安定性に優
れると共に、硬化前後での色変化が小さく、また、硬化後、固体表面に対して高い接着性
を有する硬化膜を形成しうる光硬化性組成物を提供することができる。
　また、本発明によれば、活性放射線の照射に対して感度が高く、硬化性、及び保存安定
性に優れると共に、硬化前後での色変化が小さく、また、硬化後、被記録媒体に対して高
い接着性を有する画像を形成しうるインク組成物、及び、該インク組成物を用いたインク
ジェット記録方法を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１９】
〔光硬化性組成物〕
　本発明の光硬化性組成物は、（Ａ）スルフィド結合を分子内に有する化合物と、（Ｂ）
ラジカル重合性化合物（Ｃ）ラジカル重合開始剤と、（Ｄ）一般式（ｉ）で表される増感
色素と、を含有することを特徴とする。
　以下、本発明の光硬化性組成物に必須の成分について説明する。
【００２０】
＜（Ａ）スルフィド結合を分子内に有する化合物＞
　本発明の光硬化性組成物は、（Ａ）スルフィド結合を分子内に有する化合物（以下、適
宜「スルフィド化合物」と称する。）を含有することを特徴とする。
　本発明におけるスルフィド化合物は、分子内にスルフィド結合（－Ｓ－）を１個以上有
していればよく、以下に好ましい化合物を例示するがこれに限定されるものではない。
【００２１】
　スルフィド化合物が分子内に有するスルフィド結合（－Ｓ－）は、２つの有機基を連結
する結合であり、スルフィド結合の硫黄原子に隣接する原子は、炭素原子であることが好
ましい。スルフィド結合の硫黄原子に隣接する炭素原子の少なくとも一方は、水素原子が
結合した炭素原子、即ち、一級、二級、又は三級の炭素原子であることが好ましく、光硬
化性組成物の硬化速度の観点から、一級、又は二級の炭素原子であることがより好ましい
。
　また、光硬化性組成物の硬化物の柔軟性の観点からは、スルフィド結合に隣接する炭素
原子の一方が、一級又は二級の炭素原子であることが好ましい態様の１つとして挙げられ
る。
【００２２】
　スルフィド化合物が分子内に有するスルフィド結合の数は、光硬化性組成物の硬化後の
膜物性や、光硬化性組成物をインク組成物として用いた場合のインクジェット記録への適
性の観点から、１～２であることが好ましく、１つの分子内にスルフィド結合を１つ有す
ることが特に好ましい。
【００２３】
　また、スルフィド化合物を構成するスルフィド結合以外の有機基としては、ラジカル重
合性不飽和結合、炭素数１～２０のアルキル基、炭素数６～２０のアリール基などが挙げ
られる。ここで、これらのアルキル基又はアリール基は、アルコキシ基、パーフルオロア
ルキル基、ハロゲン原子、水酸基、及びシアノ基からなる群より選択される置換基により
更に置換されていてもよい。また、アルキル基を構成するメチレン結合（－ＣＨ２－）は
、その一部が、エーテル結合、エステル結合、アリーレン基、２置換の複素環からなる群
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より選択される結合又は２価の基により置換されてもよい。
【００２４】
　本発明におけるスルフィド化合物は、溶解性、硬化物の物性の点から、スルフィド結合
を構成要素として含む環構造を有さないことが好ましく、また、スルフィド結合の硫黄原
子の少なくともいずれか一方に鎖状のアルキル基が連結していることがより好ましい。
　また、本発明におけるスルフィド化合物としては、組成物の硬化性、安定性の点から、
ラジカル重合性不飽和結合、又は炭素数１～１２のアルキル基を含むことが好ましい。
【００２５】
　以下、本発明におけるスルフィド化合物の好ましい態様について、ラジカル重合性不飽
和結合を含む化合物と、ラジカル重合性不飽和結合を含まない化合物とに分けて、説明す
る。
【００２６】
　本発明におけるスルフィド化合物がラジカル重合性不飽和結合を含まない場合の好まし
い例としては、下記一般式（ａ）で表される化合物が挙げられる。
【００２７】
【化２】

【００２８】
　上記一般式（ａ）中、Ｒ１及びＲ２は、それぞれ独立に、水素原子、又はアルキル基を
表し、光硬化性組成物への溶解性の観点から、Ｒ１及びＲ２のいずれか一方がアルキル基
であることが好ましく、Ｒ１及びＲ２の両方がアルキル基であることがより好ましい。ま
た、製造適正及び入手性の観点からＲ１及びＲ２が同一のアルキル基であることが更に好
ましい。
【００２９】
　一般式（ａ）中、Ｒ１及びＲ２で表されるアルキル基としては、直鎖状、分岐鎖状、環
状のアルキル基が挙げられ、光硬化性組成物の粘度、光硬化性組成物への溶解性、及び入
手性等の観点から、直鎖状、又は分岐鎖状のアルキル基がより好ましく、直鎖状のアルキ
ル基が更に好ましい。
　また、このアルキル基としては、炭素数１～２０程度のアルキル基であることが好まし
く、炭素数１～１８のアルキル基がより好ましく、炭素数８～１４程度のアルキル基であ
ることが更に好ましい。具体的には、例えば、メチル基、エチル基、２－エチルヘキシル
基、ドデシル基、トリデシル基、テトラデシル基、オクタデシル基が好ましい。
　アルキル基は、更に置換基を有していてもよく、好ましい置換基としては、アリール基
、水酸基、ハロゲン原子が挙げられる。
　より具体的には、炭素数８～１８のアルキル基であって無置換のもの、又は、置換基を
有するアルキル基としては、水酸基、アリール基等の置換基を有するアルキル基が好まし
く、アリール基を置換基として有する場合は、該アリール基上に、アルキル基、水酸基等
の置換基を更に有してもよい。
【００３０】
　本発明に用いるスルフィド化合物としては、組成物の硬化速度、及び硬化物のブロッキ
ング抑制の点から、その分子内に有機基として、ラジカル重合性不飽和結合を１個以上有
することが好ましい。
　以下、ラジカル重合性不飽和結合を含むスルフィド化合物について詳細に説明する。
【００３１】
　スルフィド化合物中のラジカル重合性不飽和結合としては、ラジカル重合により付加重
合可能な不飽和結合であればよく、具体的には、アクリロイル基、メタクリロイル基、ア
リル基、ビニルオキシ基、及びスチリル基から選択される重合性官能基を形成しているこ
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とが好ましい。これらの重合性官能基の中でも、光硬化性組成物の硬化速度及び粘度の点
から、アクリロイル基、又はメタクリロイル基が好ましく、光硬化性組成物の硬化速度の
観点からは、特にアクリロイル基であることが好ましい。なお、本明細書においては、ア
クリロイル基及びメタクリロイル基のいずれか或いは双方を表す場合に、「（メタ）アク
リロイル基」と総称することがある。
【００３２】
　スルフィド化合物中のラジカル重合性不飽和結合（重合性官能基）の数は、光硬化性組
成物の粘度、光硬化性組成物をインク組成物として用い、インクジェット装置に適用した
際の吐出安定性、及び硬化膜の膜物性の観点から、１～６が好ましく、１～４であること
がより好ましく、１～２であることが更に好ましく、１であることが特に好ましい。
【００３３】
　（Ａ）スルフィド化合物の好ましい態様の例としては、下記の一般式（Ｉ）で表される
増感色素が挙げられる。
【００３４】

【化３】

【００３５】
　一般式（Ｉ）で、Ｒは水素原子又はメチル基を表し、Ｘは少なくとも１つのスルフィド
結合を有するｎ価の有機基を表し、ｎは１～６の整数を表す。
　Ｒとしては、水素原子であることが好ましい。
【００３６】
　一般式（Ｉ）におけるＸは、少なくとも１つのスルフィド結合を有する１価の有機基で
ある場合、該有機基としては、例えば、炭素原子数３～２０のアルキル基、又は炭素原子
数７～２０のアラルキル基の中に存在するメチレン基（－ＣＨ２－）がスルフィド結合で
置換された基が挙げられ、炭素原子数７～２０のアラルキル基の中に存在するメチレン基
（－ＣＨ２－）がスルフィド結合で置換された基であることが好ましい。また、Ｘで表さ
れる有機基は、直鎖、分岐、及び環状のいずれであってもよく、これらの有機基を組み合
わせてなる構造であってもよい。その中でも、硬化速度、及び光硬化性組成物をインク組
成物として用い、インクジェット装置に適用した際の吐出安定性の観点からは、直鎖構造
又は分岐構造がより好ましく、直鎖構造であることが更に好ましい。
　また、Ｘで表わされる有機基は、該有機基を構成するメチレン基（－ＣＨ２－）が、エ
ーテル結合（－Ｏ－）、又はフェニレン基に置き換わった構造であってもよい。
【００３７】
　一般式（Ｉ）におけるＸは、更に置換基を有していてもよく、該置換基としては、パー
フルオロアルキル基、ハロゲン原子、アルコキシ基、水酸基、及び、置換又は非置換のア
ミノ基、シアノ基より選択される置換基が挙げられる。
【００３８】
　一般式（Ｉ）におけるＸが、少なくとも１つのスルフィド結合を有するｎ価（ｎは２以
上）の有機基である場合は、上述の少なくとも１つのスルフィド結合を有する１価の有機
基上の（ｎ－１）個の水素原子を除したｎ価の有機基が好ましいものとして挙げられる。
【００３９】
　一般式（Ｉ）におけるｎは、１～６の整数であり、光硬化性組成物の粘度、光硬化性組
成物をインク組成物として用い、インクジェット装置に適用した際の吐出安定性、及び硬
化膜の膜物性の観点からは、１～４の整数であることが好ましく、１～２の整数であるこ
とがより好ましく、１であることが特に好ましい。
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　スルフィド化合物の特に好ましい態様の例としては、下記一般式（II）で表される化合
物が挙げられる。
【００４１】
【化４】

【００４２】
　一般式（II）で、Ｒは水素原子又はメチル基を表し、一般式（Ｉ）の場合と同様に、水
素原子であることが好ましい。
　Ｘ１は、少なくとも１つのスルフィド結合を有する、炭素数２～１０のアルキレン基、
アルキレン－オキシアルキレン基、又はアルキレン－オキシフェニレン基の２価の連結基
である、
　Ｙ１は、炭素数１～８のアルキル基、フェニル基、パーフロロアルキルアルキレン基、
或いは（メタ）アクリロイロキシ基を有する有機連結基などである。これらの基は炭素数
１～６の置換基を更に有していてもよい。
【００４３】
　一般式（II）で、Ｘ１は、メチレンスルフィド基、エチレンスルフィド基、プロピレン
スルフィド基、ブチレンスルフィド基、ペンチレンスルフィド基、へキシレンスルフィド
基、及びこれらのアルキレンに炭素数１～６のアルキル基が置換されたもの、或いはこれ
らのアルキレンにオキシメチレン、オキシエチレン、オキシプロピレン、及びオキシフェ
ニレンで鎖延長したスルフィド結合を有するものが好ましい。
　Ｙ１は、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基等の炭素数１～１０のアルキル基
、炭素数１～６のアルキル基が置換したフェニル基、炭素数１～８のパーフロロアルキル
基が置換した炭素数１～１０のアルキル基が好ましい。
【００４４】
　また、Ｙ１の末端を（メタ）アクリロイロキシ基で置換した不飽和結合を複数有するス
ルフィド類や、アルキルスルフィドアルキレン基で置換したスルフィド結合を複数有する
スルフィド類も好ましい。
　上記に本発明の好ましいスルフィド化合物を記載したが、分子内にラジカル重合性不飽
和結合とスルフィド結合をそれぞれ１個以上有していればよく、本発明はこれに限定され
るものではない。
【００４５】
　本発明のスルフィド化合物の具体例〔例示化合物（Ａ－１）～（Ａ－２８）〕を以下に
挙げるが、本発明におけるスルフィド化合物は、これらに制限されるものではない。
【００４６】
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【化５】

【００４７】
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【化６】

【００４８】
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【００４９】
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【化８】

【００５０】
　これらの具体例の中でも、例示化合物（Ａ－１）、（Ａ－４）、（Ａ－５）、（Ａ－６
）、（Ａ－１２）、及び（Ａ－１５）がより好ましく、例示化合物（Ａ－４）及び（Ａ－
５）が特に好ましい。
【００５１】
　本発明におけるスルフィド化合物は、例えば、高分子化学　２７巻２９８号１１０～１
１５頁（１９７０年）、Ｅｕｒｏｐｅａｎ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｊｏｕｒｎａｌ　８巻５号
６８７～６９５頁（１９７２年）、特開２０００－９５７３１号公報等の資料に記載され
ている公知の方法で合成することができる。
【００５２】
　本発明の光硬化性組成物におけるスルフィド化合物の含有量は、硬化速度、硬化膜と固
体表面（被記録媒体）との密着性、及び、光硬化性組成物をインク組成物として用いた場
合のインクジェット記録への適性の観点から、光硬化性組成物全体の質量に対して、０．
１質量％～３０質量％の範囲であることが好ましく、１質量％～２５質量％の範囲がより
好ましく、２質量％～２０質量％の範囲が更に好ましい。
　また、スルフィド化合物は、１種のみを用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００５３】
＜（Ｂ）ラジカル重合性化合物＞
　本発明の光硬化性組成物は、ラジカル重合性化合物を含有する。
　本発明の光硬化性組成物において、ラジカル重合性化合物の総含有量は、本発明の光硬
化性組成物全体の質量に対し、４５質量％～９５質量％であり、より好ましくは５０質量
％～９０質量％である。
　ここで、ラジカル重合性化合物の総含有量とは、ラジカル重合性不飽和結合（重合性官
能基）を有するスルフィド化合物を用いる場合には、該スルフィド化合物とそれ以外のラ
ジカル重合性化合物との総量を意味する。
【００５４】
　なお、本発明の光硬化性組成物において、ラジカル重合性不飽和結合を有するスルフィ
ド化合物を用いる場合、該スルフィド化合物の含有割合は、光硬化性組成物に含有される
ラジカル重合性化合物の総含有量（即ち、ラジカル重合性不飽和結合を有するスルフィド
化合物及びそれ以外の重合性化合物の総含有量）に対し、１質量％～６０質量％の範囲で
あることが好ましく、２質量％～５０質量％の範囲であることがより好ましく、５質量％
～４０質量％の範囲であることが更に好ましい。
【００５５】
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　以下、本発明に適用しうる、スルフィド化合物以外のラジカル重合性化合物について説
明する。
　ラジカル重合性化合物は、ラジカル重合可能なエチレン性不飽和結合を有する化合物で
あり、分子中にラジカル重合可能なエチレン性不飽和結合を少なくとも１つ有する化合物
であればどのようなものでもよく、モノマー、オリゴマー、ポリマー等の化学形態を持つ
ものが含まれる。ラジカル重合性化合物は１種のみ用いてもよく、また目的とする特性を
向上するために任意の比率で２種以上を併用してもよい。好ましくは２種以上併用して用
いることが、反応性、物性などの性能を制御する上で好ましい。
【００５６】
　ラジカル重合可能なエチレン性不飽和結合を有する重合性化合物の例としては、アクリ
ル酸、メタクリル酸、イタコン酸、クロトン酸、イソクロトン酸、マレイン酸等の不飽和
カルボン酸及びそれらの塩、エチレン性不飽和基を有する無水物、アクリロニトリル、ス
チレン、更に種々の不飽和ポリエステル、不飽和ポリエーテル、不飽和ポリアミド、不飽
和ウレタン等のラジカル重合性化合物が挙げられる。
【００５７】
　具体的には、２－ヒドロキシエチルアクリレート、ブトキシエチルアクリレート、カル
ビトールアクリレート、シクロヘキシルアクリレート、テトラヒドロフルフリルアクリレ
ート、ベンジルアクリレート、トリデシルアクリレート、２－フェノキシエチルアクリレ
ート、ビス（４－アクリロキシポリエトキシフェニル）プロパン、ポリエチレングリコー
ルジアクリレート、ポリプロピレングリコールジアクリレート、ジペンタエリスリトール
テトラアクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレート、オリゴエステルアクリ
レート、Ｎ－メチロールアクリルアミド、ジアセトンアクリルアミド、エポキシアクリレ
ート、イソボルニルアクリレート、ジシクロペンテニルアクリレート、ジシクロペンテニ
ルオキシエチルアクリレート、ジシクロペンタニルアクリレート等のアクリル酸誘導体；
メチルメタクリレート、ｎ－ブチルメタクリレート、アリルメタクリレート、グリシジル
メタクリレート、ベンジルメタクリレート、ジメチルアミノメチルメタクリレート、ポリ
エチレングリコールジメタクリレート、ポリプロピレングリコールジメタクリレート、２
，２－ビス（４－メタクリロキシポリエトキシフェニル）プロパン等のメタクリル誘導体
；その他、アリルグリシジルエーテル、ジアリルフタレート、トリアリルトリメリテート
等のアリル化合物の誘導体、が挙げられる。更に具体的には、山下晋三編、「架橋剤ハン
ドブック」、（１９８１年大成社）；加藤清視編、「ＵＶ・ＥＢ硬化ハンドブック（原料
編）」（１９８５年、高分子刊行会）；ラドテック研究会編、「ＵＶ・ＥＢ硬化技術の応
用と市場」、７９頁、（１９８９年、シーエムシー）；滝山栄一郎著、「ポリエステル樹
脂ハンドブック」、（１９８８年、日刊工業新聞社）等に記載の市販品若しくは業界で公
知のラジカル重合性乃至架橋性のモノマー、オリゴマー及びポリマーを用いることができ
る。
【００５８】
　これらのアクリレート類及びメタクリレート類の中でも、硬化性と硬化後の膜物性の観
点から、テトラヒドロフルフリルアクリレート、２－フェノキシエチルアクリレート等の
エーテル酸素原子を有するアルコールのアクリレートが好ましいものとして挙げられる。
また、同様の理由から、脂環構造を有するアルコールのアクリレートも好ましく、イソボ
ルニルアクリレート、ジシクロペンテニルアクリレート、ジシクロペンテニルオキシエチ
ルアクリレート、ジシクロペンタニルアクリレート等のビシクロ環構造又はトリシクロ環
構造を有するアクリレートが好ましいものの具体例として挙げられ、中でも、脂環構造内
に二重結合を有する、ジシクロペンテニルアクリレート、ジシクロペンテニルオキシエチ
ルアクリレートが特に好ましいものとして挙げられる。
【００５９】
　また、ラジカル重合性化合物としては、例えば、特開平７－１５９９８３号、特公平７
－３１３９９号、特開平８－２２４９８２号、特開平１０－８６３号、特開平９－１３４
０１１号、特表２００４－５１４０１４公報等の各公報に記載されている光重合性組成物
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に用いられる光硬化型の重合性化合物が知られており、これらも本発明の光硬化性組成物
に適用することができる
【００６０】
　また、硬化物の柔軟性や支持体への密着性を向上させるために、Ｎ－ビニルカプロラク
タム、Ｎ－ビニルピロリドン等のＮ－ビニルラクタム類も本発明の光硬化性組成物に適用
することができ、Ｎ－ビニルカプロラクタムが特に好ましいＮ－ビニルラクタム類として
挙げられる。
【００６１】
　更に、ラジカル重合性化合物としては、ビニルエーテル化合物を用いることが好ましい
。好適に用いられるビニルエーテル化合物としては、例えば、エチレングリコールジビニ
ルエーテル、エチレングリコールモノビニルエーテル、ジエチレングリコールジビニルエ
ーテル、トリエチレングリコールモノビニルエーテル、トリエチレングリコールジビニル
エーテル、プロピレングリコールジビニルエーテル、ジプロピレングリコールジビニルエ
ーテル、ブタンジオールジビニルエーテル、ヘキサンジオールジビニルエーテル、シクロ
ヘキサンジメタノールジビニルエーテル、ヒドロキシエチルモノビニルエーテル、ヒドロ
キシノニルモノビニルエーテル、トリメチロールプロパントリビニルエーテル等のジ又は
トリビニルエーテル化合物；エチルビニルエーテル、ｎ－ブチルビニルエーテル、イソブ
チルビニルエーテル、オクタデシルビニルエーテル、シクロヘキシルビニルエーテル、ヒ
ドロキシブチルビニルエーテル、２－エチルヘキシルビニルエーテル、シクロヘキサンジ
メタノールモノビニルエーテル、ｎ－プロピルビニルエーテル、イソプロピルビニルエー
テル、イソプロペニルエーテル－Ｏ－プロピレンカーボネート、ドデシルビニルエーテル
、ジエチレングリコールモノビニルエーテル、オクタデシルビニルエーテル等のモノビニ
ルエーテル化合物等が挙げられる。
　ビニルエーテル化合物としては、Ｒａｐｉ－Ｃｕｒｅ　ＤＶＥ－３、Ｒａｐｉ－Ｃｕｒ
ｅ　ＤＶＥ－２（いずれも、ＩＳＰ　Ｅｕｒｏｐｅ製）、等の市販品を用いることもでき
る。
【００６２】
　これらのビニルエーテル化合物のうち、硬化性、接着性、表面硬度の観点から、ジビニ
ルエーテル化合物、トリビニルエーテル化合物が好ましく、特にジビニルエーテル化合物
が好ましい。ビニルエーテル化合物は、１種を単独で使用してもよく、２種以上を適宜組
み合わせて使用してもよい。
【００６３】
　また、ラジカル重合性化合物としては、（メタ）アクリル系モノマー或いはプレポリマ
ー、エポキシ系モノマー或いはプレポリマー、ウレタン系モノマー或いはプレポリマー等
の（メタ）アクリル酸エステル（以下、適宜、アクリレート化合物と称する。）を用いて
もよく下記に示す化合物が化合物例として挙げられる。
【００６４】
　即ち、２－エチルヘキシル－ジグリコールアクリレート、２－ヒドロキシ－３－フェノ
キシプロピルアクリレート、２－ヒドロキシブチルアクリレート、ヒドロキシピバリン酸
ネオペンチルグリコールジアクリレート、２－アクリロイロキシエチルフタル酸、メトキ
シ－ポリエチレングリコールアクリレート、テトラメチロールメタントリアクリレート、
２－アクリロイロキシエチル－２－ヒドロキシエチルフタル酸、ジメチロールトリシクロ
デカンジアクリレート、エトキシ化フェニルアクリレート、２－アクリロイロキシエチル
コハク酸、ノニルフェノールＥＯ付加物アクリレート、変性グリセリントリアクリレート
、ビスフェノールＡジグリシジルエーテルアクリル酸付加物、変性ビスフェノールＡジア
クリレート、フェノキシ－ポリエチレングリコールアクリレート、２－アクリロイロキシ
エチルヘキサヒドロフタル酸、ビスフェノールＡのＰＯ付加物ジアクリレート、ビスフェ
ノールＡのＥＯ付加物ジアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート、ペ
ンタエリスリトールトリアクリレートトリレンジイソシアナートウレタンプレポリマー、
ラクトン変性可撓性アクリレート、ブトキシエチルアクリレート、プロピレングリコール
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ジグリシジルエーテルアクリル酸付加物、ペンタエリスリトールトリアクリレートヘキサ
メチレンジイソシアナートウレタンプレポリマー、２－ヒドロキシエチルアクリレート、
メトキシジプロピレングリコールアクリレート、ジトリメチロールプロパンテトラアクリ
レート、ペンタエリスリトールトリアクリレートヘキサメチレンジイソシアナートウレタ
ンプレポリマー、ステアリルアクリレート、イソアミルアクリレート、イソミリスチルア
クリレート、イソステアリルアクリレート、ラクトン変性アクリレート、等が挙げられる
。
【００６５】
　以下、本発明の光硬化性組成物をインク組成物として用いる際の好ましい態様について
説明する。
　上述のアクリレート化合物は、ＵＶ硬化型インクに用いられてきた重合性化合物として
、皮膚刺激性や感作性（かぶれ易さ）が小さく、比較的低粘度で安定したインク吐出性が
得られ、重合感度、被記録媒体との接着性が良好であるため好ましいものである。
　即ち、ここでラジカル重合性化合物として列挙されているモノマーは、低分子量であっ
ても感作性が小さいものであり、かつ、反応性が高く、粘度が低く、記録媒体への接着性
に優れるものである。
【００６６】
　本発明の光硬化性組成物をインク組成物として用いる際に、感度、滲み、被記録媒体と
の接着性をより改善するためには、ラジカル重合性化合物成分として、モノアクリレート
と、分子量４００以上、好ましくは５００以上の多官能アクリレートモノマー又は多官能
アクリレートオリゴマーを併用することが好ましい態様である。
【００６７】
　特に、本発明の光硬化性組成物を、ＰＥＴフィルムやＰＰフィルムといった柔軟な被記
録媒体への記録に使用するインク組成物として用いる場合には、前述のラジカル重合性不
飽和結合を有するスルフィド化合物から選択される１種以上と、上記化合物群の中から選
ばれるモノアクリレート、多官能アクリレートモノマー、又は多官能アクリレートオリゴ
マーと、の併用が、膜に可撓性を持たせて接着性を高めつつ、膜強度を高められるため好
ましい。
【００６８】
　更に、単官能、二官能、三官能以上の多官能モノマーの少なくとも３種のラジカル重合
性化合物を併用する態様が、安全性を維持しつつ、更に、感度、滲み、被記録媒体との接
着性をより改善することができるという観点から、好ましい態様として挙げられる。
【００６９】
　モノアクリレートとしては、ステアリルアクリレート、イソアミルアクリレート、イソ
ミスチルアクリレート、イソステアリルアクリレートが、感度も高く、低収縮性でカール
の発生を防止できるとともに、滲み防止、印刷物の臭気、照射装置のコストダウンの点で
好ましい。
【００７０】
　モノアクリレートと併用しうるオリゴマーとしては、エポキシアクリレートオリゴマー
、ウレタンアクリレートオリゴマーが特に好ましい。
　なお、メタクリレートは、皮膚低刺激性がアクリレートより良好である。
　上記化合物の中でもアルコキシアクリレートを７０質量％以下の量で使用し、残部をア
クリレートとする場合、良好な感度、滲み特性、臭気特性を有するため好ましい。
【００７１】
　本発明において、ラジカル重合性化合物として、前記アクリレート化合物を使用する場
合、スルフィド化合物以外のラジカル重合性化合物の全質量に対して、前記アクリレート
化合物が３０質量％以上であることが好ましく、４０質量％以上であることが好ましく、
５０質量％以上であることが更に好ましい。また、スルフィド化合物以外のラジカル重合
性化合物のすべてを、前記アクリレート化合物とすることもできる。
【００７２】
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＜（Ｃ）ラジカル重合開始剤＞
　本発明の光硬化性組成物は、（Ｃ）ラジカル重合開始剤を含有する。
　本発明においては、以下に詳述するα－アミノケトン類及びアシルフォスフィンオキシ
ド類からなる群より選択される重合開始剤を含有することが好ましく、更に、この重合開
始剤とその他の公知の重合開始剤とを併用することもできる。
【００７３】
［α－アミノケトン類及びアシルフォスフィンオキシド類からなる群より選択される重合
開始剤］
　以下、α－アミノケトン類及びアシルフォスフィンオキシド類からなる群より選択され
る重合開始剤（以下、特定重合開始剤と称する。）について詳細に説明する。
　本発明に好適に使用される重合開始剤は、α－アミノケトン類及びアシルフォスフィン
オキシド類からなる群より選択される光重合開始剤である。
　特定重合開始剤であるα－アミノケトン類は、以下の一般式（１）で表される化合物で
ある。
【００７４】
【化９】

【００７５】
　上記一般式（１）中、Ａｒは、－ＳＲａ、或いは－Ｎ（Ｒｂ）（Ｒｃ）で置換されてい
るフェニル基であり、ここで、Ｒａは水素原子又は、アルキル基を表す。
　Ｒ１Ｄ及びＲ２Ｄは、それぞれ独立して、炭素数１～８のアルキル基である。Ｒ１Ｄと
Ｒ２Ｄは互いに結合して炭素数２～９のアルキレン基を構成してもよい。
　Ｒ３Ｄ及びＲ４Ｄは、それぞれ独立して、水素原子、炭素数１～１２のアルキル基、炭
素数１～４のアルコキシ置換された炭素数２～４のアルキル基、又は、炭素数３～５のア
ルケニル基を表す。ここで、Ｒ３ＤとＲ４Ｄとは互いに結合して炭素数３～７のアルキレ
ン基を形成してもよく、そのアルキレン基は、アルキレン鎖中に、－Ｏ－或いは－Ｎ（Ｒ
ｄ）－を含むものであってもよく、ここでＲｄは、炭素数１～４のアルキル基を表す。
　Ｒｂ及びＲｃは、それぞれ独立して、水素原子、炭素数１～１２のアルキル基、炭素数
１～４のアルコキシ置換された炭素数２～４のアルキル基、又は、炭素数３～５のアルケ
ニル基を表す。ここで、ＲｂとＲｃとは互いに結合して炭素数３～７のアルキレン基を形
成してもよく、そのアルキレン基は、アルキレン鎖中に、－Ｏ－或いは－Ｎ（Ｒｄ）－を
含むものであってもよい。ここで、Ｒｄは前記したものと同義である。
【００７６】
　α－アミノケトン類に包含される化合物の例としては、２－メチル－１－フェニル－２
－モルフォリノプロパン－１－オン、２－メチル－１－［４－（ヘキシル）フェニル］－
２－モルフォリノプロパン－１－オン、２－エチル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モ
ルフォリノフェニル）－ブタノン－１等が挙げられる。また、チバガイギー社製のイルガ
キュアシリーズ、例えば、イルガキュア９０７、イルガキュア３６９、イルガキュア３７
９等の如き市販品としても入手可能であり、これらもα－アミノケトン類に包含される化
合物であり、本発明に好適に使用しうる。
【００７７】
　また、アシルフォスフィンオキシド類に包含される化合物は、下記一般式（２）で表さ
れる化合物、又は、下記一般式（３）で表される化合物である。
【００７８】
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【化１０】

【００７９】
　上記一般式（２）中、Ｒ５Ｄ及びＲ６Ｄは、それぞれ独立に、脂肪族基、芳香族基、脂
肪族オキシ基、芳香族オキシ基、又は複素環基を表し、Ｒ７Ｄは、脂肪族基、芳香族基、
又は複素環基を表す。
【００８０】
　Ｒ５Ｄ、Ｒ６Ｄ、又はＲ７Ｄで表される脂肪族基は、例えば、アルキル基、置換アルキ
ル基、アルケニル基、置換アルケニル基、アルキニル基、置換アルキニル基、アラルキル
基、又は置換アラルキル基等が挙げられ、中でも、アルキル基、置換アルキル基、アルケ
ニル基、置換アルケニル基、アラルキル基、又は置換アラルキル基が好ましく、アルキル
基、置換アルキル基が特に好ましい。また、前記脂肪族基は、環状脂肪族基でも鎖状脂肪
族基でもよい。また、鎖状脂肪族基は分岐を有していてもよい。
【００８１】
　前記アルキル基としては、直鎖状、分岐状、環状のアルキル基が挙げられ、該アルキル
基の炭素原子数としては、１～３０が好ましく、１～２０がより好ましい。置換アルキル
基のアルキル部分の炭素原子数の好ましい範囲については、アルキル基の場合と同様であ
る。また、前記アルキル基は、置換基を有するアルキル基、無置換のアルキル基のいずれ
であってもよい。前記アルキル基としては、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基
、ペンチル基、ヘキシル基、オクチル基、２－エチルヘキシル基、デシル基、ドデシル基
、オクタデシル基、シクロヘキシル基、シクロペンチル基、ネオペンチル基、イソプロピ
ル基、イソブチル基等が挙げられる。
【００８２】
　前記置換アルキル基の置換基としては、カルボキシル基、スルホ基、シアノ基、ハロゲ
ン原子（例えば、フッ素原子、塩素原子、臭素原子）、ヒドロキシ基、炭素数３０以下の
アルコキシカルボニル基（例えば、メトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基、ベン
ジルオキシカルボニル基）、炭素数３０以下のアルキルスルホニルアミノカルボニル基、
アリールスルホニルアミノカルボニル基、アルキルスルホニル基、アリールスルホニル基
、炭素数３０以下のアシルアミノスルホニル基、炭素数３０以下のアルコキシ基（例えば
、メトキシ基、エトキシ基、ベンジルオキシ基、フェノキシエトキシ基、フェネチルオキ
シ基等）、炭素数３０以下のアルキルチオ基（例えば、メチルチオ基、エチルチオ基、メ
チルチオエチルチオエチル基等）、炭素数３０以下のアリールオキシ基（例えば、フェノ
キシ基、ｐ－トリルオキシ基、１－ナフトキシ基、２－ナフトキシ基等）、ニトロ基、炭
素数３０以下のアルキル基、アルコキシカルボニルオキシ基、アリールオキシカルボニル
オキシ基、
【００８３】
　炭素数３０以下のアシルオキシ基（例えば、アセチルオキシ基、プロピオニルオキシ基
等）、炭素数３０以下のアシル基（例えば、アセチル基、プロピオニル基、ベンゾイル基
等）、カルバモイル基（例えば、カルバモイル基、Ｎ，Ｎ－ジメチルカルバモイル基、モ
ルホリノカルボニル基、ピペリジノカルボニル基等）、スルファモイル基（例えば、スル
ファモイル基、Ｎ，Ｎ－ジメチルスルファモイル基、モルホリノスルホニル基、ピペリジ
ノスルホニル基等）、炭素数３０以下のアリール基（例えば、フェニル基、４－クロロフ
ェニル基、４－メチルフェニル基、α－ナフチル基等）、置換アミノ基（例えば、アミノ
基、アルキルアミノ基、ジアルキルアミノ基、アリールアミノ基、ジアリールアミノ基、
アシルアミノ基等）、置換ウレイド基、置換ホスホノ基、複素環基等が挙げられる。ここ
で、カルボキシル基、スルホ基、ヒドロキシ基、ホスホノ基は、塩の状態であってもよい
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。その際、塩を形成するカチオンとしては、後述のＭ＋等が挙げられる。
【００８４】
　前記アルケニル基としては、直鎖状、分岐状、環状のアルケニル基が挙げられ、該アル
ケニル基の炭素原子数としては、２～３０が好ましく、２～２０がより好ましい。また、
該アルケニル基は、置換基を有する置換アルケニル基、無置換のアルケニル基のいずれで
あってもよく、置換アルケニル基のアルケニル部分の炭素原子数の好ましい範囲はアルケ
ニル基の場合と同様である。前記置換アルケニル基の置換基としては、前記置換アルキル
基の場合と同様の置換基が挙げられる。
【００８５】
　前記アルキニル基としては、直鎖状、分岐状、環状のアルキニル基が挙げられ、該アル
キニル基の炭素原子数としては、２～３０が好ましく、２～２０がより好ましい。また、
該アルキニル基は、置換基を有する置換アルキニル基、無置換のアルキニル基のいずれで
あってもよく、置換アルキニル基のアルキニル部分の炭素原子数の好ましい範囲はアルキ
ニル基の場合と同様である。置換アルキニル基の置換基としては、前記置換アルキル基の
場合と同様の置換基が挙げられる。
【００８６】
　前記アラルキル基としては、直鎖状、分岐状、環状のアラルキル基が挙げられ、該アラ
ルキル基の炭素原子数としては、７～３５が好ましく、７～２５がより好ましい。また、
該アラルキル基は、置換基を有する置換アラルキル基、無置換のアラルキル基のいずれで
あってもよく、置換アラルキル基のアラルキル部分の炭素原子数の好ましい範囲はアラル
キル基の場合と同様である。置換アラルキル基の置換基としては、前記置換アルキル基の
場合と同様の置換基が挙げられる。
【００８７】
　Ｒ５Ｄ、Ｒ６Ｄ、又はＲ７Ｄで表される芳香族基としては、例えば、アリール基、置換
アリール基が挙げられる。アリール基の炭素原子数としては、６～３０が好ましく、６～
２０がより好ましい。置換アリール基のアリール部分の好ましい炭素原子数の範囲として
は、アリール基と同様である。前記アリール基としては、例えば、フェニル基、α－ナフ
チル基、β－ナフチル基等が挙げられる。置換アリール基の置換基としては、前記置換ア
ルキル基の場合と同様の置換基が挙げられる。
【００８８】
　Ｒ５Ｄ、又はＲ６Ｄで表される脂肪族オキシ基としては、炭素数１～３０のアルコキシ
基が好ましく、例えば、メトキシ基、エトキシ基、ブトキシ基、オクチルオキシ基、フェ
ノキシエトキシ基等が挙げられる。但し、これらに限定されるものではない。
【００８９】
　Ｒ５Ｄ、又はＲ６Ｄで表される芳香族オキシ基としては、炭素数６～３０のアリールオ
キシ基が好ましく、例えば、フェノキシ基、メチルフェニルオキシ基、クロロフェニルオ
キシ基、メトキシフェニルオキシ基、オクチルオキシフェニルオキシ基等が挙げられる。
但し、これらに限定されるものではない。
【００９０】
　Ｒ５Ｄ、Ｒ６Ｄ又はＲ７Ｄで表される複素環基としては、Ｎ、Ｏ又はＳ原子を含む複素
環基が好ましく、例えば、ピリジル基、フリル基、チエニル基、イミダゾリル基、ピロリ
ル基等が挙げられる。
【００９１】
【化１１】

【００９２】
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　上記一般式（３）中、Ｒ８Ｄ及びＲ１０Ｄは、それぞれ独立に、アルキル基、アリール
基、又は複素環基を表し、Ｒ９Ｄは、アルキル基、アリール基、アルコキシ基、アリール
オキシ基、又は複素環基を表す。
　Ｒ８Ｄ、Ｒ９Ｄ、又はＲ１０Ｄで表される、アルキル基、アリール基、複素環基、アル
コキシ基、及びアリールオキシ基は、置換基を有していてもよく、該置換基としては、前
記一般式（２）における場合と同様の置換基が挙げられる。
【００９３】
　前記一般式（３）におけるアルキル基、アリール基、複素環基、アルコキシ基、及びア
リールオキシ基としては、前記一般式（２）における場合と同義である。
【００９４】
　前記一般式（２）又は一般式（３）で表されるアシルフォスフィンオキシド類としては
、例えば、特公昭６３－４０７９９号公報、特公平５－２９２３４号公報、特開平１０－
９５７８８号公報、特開平１０－２９９９７号公報等に記載の化合物を挙げることができ
る。
【００９５】
　具体的なアシルフォスフィンオキシド類の例としては、以下に示す化合物〔例示化合物
（Ｐ－１）～（Ｐ－２６）〕が挙げられるが、本発明においては、これらに限定されるも
のではない。
【００９６】
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【化１２】

【００９７】
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【００９８】
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【化１４】

【００９９】
　なお、前記例示化合物中、例えば、（Ｐ－２）［２，４，６－トリメチルベンゾイル－
ジフェニル－フォスフィンオキサイド］は、Ｄａｒｏｃｕｒ　ＴＰＯ（チバ　スペシャル
ティ　ケミカルズ社製）の商品名で入手可能であり、（Ｐ－１９）［ビス（２，４，６－
トリメチルベンゾイル）－フェニルフォスフィンオキシド］は、Ｉｒｇａｃｕｒｅ　８１
９（チバ　スペシャルティ　ケミカルズ社製）の商品名で入手可能である。
【０１００】
　本発明の光硬化性組成物における前記特定重合開始剤の含有量は、固形分換算で、０．
１～３０質量％の範囲であることが好ましく、０．２～２０質量％の範囲であることがよ
り好ましい。
【０１０１】
［他の重合開始剤］
　本発明の光硬化性組成物は、ラジカル重合開始剤として、上記の特定重合開始剤以外に
、他の光重合開始剤を併用して用いてもよい。
　併用可能な公知の重合開始剤としては、４－フェノキシジクロロアセトフェノン、４－
ｔ－ブチル－ジクロロアセトフェノン、ジエトキシアセトフェノン、１－（４－イソプロ
ピルフェニル）－２－ヒドロキシ－２－メチルプロパン－１オン、１－ヒドロキシシクロ
ヘキシルフェニルケトン等のアセトフェノン系光開始剤；
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　ベンゾイン、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインエチルエーテル、ベンゾインイソ
プロピルエーテル、ベンジルジメチルケタール等のベンゾイン系光開始剤；
　ベンゾフェノン、ベンゾイル安息香酸、ベンゾイル安息香酸メチル、４－フェニルベン
ゾフェノン、ヒドロキシベンゾフェノン、アクリル化ベンゾフェノン、４－ベンゾイル－
４’－メチルジフェニルサルファイド等のベンゾフェノン系光開始剤；
　２，４，６－トリクロロ－ｓ－トリアジン、２－フェニル－４，６－ビス（トリクロロ
メチル）－ｓ－トリアジン、２－（ｐ－メトキシフェニル）－４，６－ビス（トリクロロ
メチル）－ｓ－トリアジン、２－（ｐ－トリル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－
ｓ－トリアジン、２－ピペロニル－－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジ
ン、２，４－ビス（トリクロロメチル）－６－スチリルｓ－トリアジン、２－（ナフト－
１－イル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２－（４－メトキシ
－ナフト－１－イル）－４，６－ビス（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、２，４－
トリクロロメチル－（ピペロニル）－６－トリアジン、２，４－トリクロロメチル（４’
－メトキシスチリル）－６－トリアジン等のトリアジン系光開始剤；
　その他、カルバゾール系光開始剤、イミダゾール系光開始剤等が挙げられる。
【０１０２】
　本発明の光硬化性組成物におけるラジカル重合開始剤の含有量は、前述のラジカル重合
性化合物の総含有量１００質量部に対して、好ましくは０．０１質量部～３５質量部が好
ましく、より好ましくは０．１質量部～３０質量部、更に好ましくは０．５質量部～３０
質量部である。
　なお、ここに記載のラジカル重合開始剤の含有量とは、特定重合開始剤及び併用しうる
他の重合開始剤を含むラジカル重合開始剤の総含有量を意味する。
【０１０３】
＜（Ｄ）一般式（ｉ）で表される増感色素＞
　本発明の光硬化性組成物は、重合開始剤の活性光線照射による分解を促進させるために
増感色素を含有するが、その増感色素として、以下に詳述する一般式（ｉ）で表される増
感色素（以下、「特定増感色素」と称する。）を必須成分として含有する。
　一般に、増感色素は、特定の活性放射線を吸収して電子励起状態となる。電子励起状態
となった増感色素は、重合開始剤と接触して、電子移動、エネルギー移動、発熱などの作
用を生じ、これにより重合開始剤の化学変化、即ち、分解、ラジカル、酸或いは塩基等の
活性種の生成を促進させ、ここで発生した活性種が後述する重合性化合物の重合、硬化反
応を生起、促進させるものである。
【０１０４】
　増感色素は、インク組成物に使用される重合開始剤に開始種を発生させる活性放射線の
波長に応じた化合物を使用すればよいが、一般的なインク組成物の硬化反応に使用される
ことを考慮すれば、好ましい増感色素の例としては、３５０ｎｍから４５０ｎｍ域に吸収
波長を有するものを挙げることができる。
　本発明の光硬化性組成物は、下記一般式（ｉ）で表される増感色素（特定増感色素）を
含有することを要する。
【０１０５】
【化１５】

【０１０６】
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　上記一般式（ｉ）中、Ｘは、Ｏ、Ｓ、又はＮＲを表し、Ｒは、水素原子、アルキル基、
又はアシル基を表す。ｎは、０、又は１を表す。Ｒ１～Ｒ８は、それぞれ独立に、水素原
子、又は１価の置換基を示す。Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、及びＲ４は、それぞれ隣接する２つが
互いに連結して環を形成していてもよい。Ｒ５又はＲ６と、Ｒ７又はＲ８と、が互いに連
結して脂肪族環を形成してもよいが、芳香族環を形成することはない。
【０１０７】
　一般式（ｉ）において、Ｘとしては、Ｏ、又はＳであることが好ましく、Ｓであること
がより好ましい。
　ここで、ｎが０の場合、（ＣＲ７Ｒ８）は存在せず、Ｘと、Ｒ５及びＲ６と結合した炭
素原子と、が直接結合して、Ｘを含む５員のヘテロ環を構成することになる。
【０１０８】
　Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７、及びＲ８は、それぞれ独立に、水素原子
、又は１価の置換基を表す。
　Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７、及びＲ８が１価の置換基を表す場合の、
１価の置換基としては、ハロゲン原子、脂肪族基、芳香族基、複素環基、シアノ基、ヒド
ロキシ基、ニトロ基、アミノ基、アルキルアミノ基、アルコキシ基、アリールオキシ基、
アミド基、アリールアミノ基、ウレイド基、スルファモイルアミノ基、アルキルチオ基、
アリールチオ基、アルコキシカルボニルアミノ基、スルホンアミド基、カルバモイル基、
スルファモイル基、スルホニル基、アルコキシカルボニル基、ヘテロ環オキシ基、アゾ基
、アシルオキシ基、カルバモイルオキシ基、シリルオキシ基、アリールオキシカルボニル
基、アリールオキシカルボニルアミノ基、イミド基、ヘテロ環チオ基、スルフィニル基、
ホスホリル基、アシル基、カルボキシル基、又はスルホ基などが挙げられ、中でも、好ま
しくは、アルキル基、アルコキシ基、ハロゲン原子である。
【０１０９】
　なお、一般式（ｉ）におけるＲ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７、及びＲ８が
１価の置換基を表す場合のアルキル基としては、炭素数１～１０個のアルキル基が好まし
く、メチル基、エチル基、プロピル基、ｎ－ブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔ－ブチル基
のような炭素数１～４個のものがより好ましい。
　同様に、アルコキシ基としては、メトキシ基、エトキシ基、ヒドロキシエトキシ基、プ
ロポキシ基、ｎ－ブトキシ基、イソブトキシ基、ｓｅｃ－ブトキシ基、ｔ－ブトキシ基の
ような炭素数１～４個のものが好ましく挙げられる。
　ハロゲン原子としては、フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子を挙げることが
できる。
【０１１０】
　Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、及びＲ４は、それぞれ隣接する２つが互いに連結、例えば、縮合、
して環を形成していてもよい。
　これらが環を形成する場合の環構造としては、５～６員環の脂肪族環、芳香族環などが
挙げられ、炭素原子以外の元素を含む複素環であってもよく、また、形成された環同士が
更に組み合わさって２核環、例えば、縮合環を形成していてもよい。更にこれらの環構造
は、前記一般式（ｉ）において、Ｒ１～Ｒ８が１価の置換基を表す場合に例示した置換基
を更に有していてもよい。形成された環構造が複素環である場合のヘテロ原子の例として
は、Ｎ、Ｏ、及びＳを挙げることができる。
【０１１１】
　ｎ＝１の場合、Ｒ５又はＲ６と、Ｒ７又はＲ８と、は互いに連結して脂肪族環を形成し
てもよいが、芳香族環を形成することはない。形成される脂肪族環は、３～６員環が好ま
しく、更に好ましくは５員環、若しくは６員環である。
【０１１２】
　より好適に用いることのできる増感色素としては、下記一般式（ｉＡ）で示される化合
物が挙げられる。
【０１１３】
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【０１１４】
　上記一般式（ｉＡ）において、Ｘは、Ｏ、又はＳを表す。ｎは、０、又は１を表す。Ｒ
１Ａ、Ｒ２Ａ、Ｒ３Ａ、Ｒ４Ａ、Ｒ５Ａ、Ｒ６Ａ、Ｒ７Ａ、及びＲ８Ａは、それぞれ独立
に、水素原子、アルキル基、ハロゲン原子、水酸基、シアノ基、ニトロ基、アミノ基、ア
ルキルチオ基、アルキルアミノ基、アルコキシ基、アルコキシカルボニル基、アシルオキ
シ基、アシル基、カルボキシル基、又はスルホ基を表す。Ｒ１Ａ、Ｒ２Ａ、Ｒ３Ａ、及び
Ｒ４Ａは、それぞれ隣接する２つが互いに連結（縮合）して環を形成していてもよい。Ｒ
５Ａ又はＲ６Ａと、Ｒ７Ａ又はＲ８Ａと、が互いに連結して脂肪族環を形成してもよいが
、芳香族環を形成することはない。
【０１１５】
　更に好適に用いることのできる増感色素としては、下記一般式（ｉＢ）で示される化合
物が挙げられる。
【０１１６】

【化１７】

【０１１７】
　上記一般式（ｉＢ）において、Ｘは、Ｏ、又はＳを表す。Ｒ１Ｂ、Ｒ２Ｂ、Ｒ３Ｂ、Ｒ
４Ｂ、Ｒ５Ｂ、Ｒ６Ｂ、Ｒ７Ｂ、及びＲ８Ｂは、それぞれ独立に、水素原子、アルキル基
、ハロゲン原子、水酸基、シアノ基、ニトロ基、アミノ基、アルキルチオ基、アルキルア
ミノ基、アルコキシ基、アルコキシカルボニル基、アシルオキシ基、アシル基、カルボキ
シル基、又はスルホ基を表す。また、Ｒ１Ｂ、Ｒ２Ｂ、Ｒ３Ｂ、及びＲ４Ｂは、それぞれ
隣接する２つが互いに連結（縮合）して環を形成していてもよい。Ｒ５Ｂ又はＲ６Ｂと、
Ｒ７Ｂ又はＲ８Ｂと、が互いに連結して脂肪族環を形成してもよいが、芳香族環を形成す
ることはない。
【０１１８】
　更に好適に用いることのできる増感色素としては、下記一般式（ｉＣ）で示される化合
物が挙げられる。
【０１１９】
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【化１８】

【０１２０】
　上記一般式（ｉＣ）において、Ｒ１Ｃ、Ｒ２Ｃ、Ｒ３Ｃ、Ｒ４Ｃ、Ｒ５Ｃ、Ｒ６Ｃ、Ｒ
７Ｃ、及びＲ８Ｃは、それぞれ独立に、水素原子、アルキル基、ハロゲン原子、水酸基、
シアノ基、ニトロ基、アミノ基、アルキルチオ基、アルキルアミノ基、アルコキシ基、ア
ルコキシカルボニル基、アシルオキシ基、アシル基、カルボキシル基、又はスルホ基を表
す。
　Ｒ１Ｃ、Ｒ２Ｃ、Ｒ３Ｃ、及びＲ４Ｃは、それぞれ隣接する２つが互いに縮合して５～
６員環の脂肪族環、又は芳香族環を形成していてもよく、これらの環は、炭素原子以外の
元素を含む複素環であってもよく、また、形成された環同士が更に組み合わさって２核環
、例えば、縮合環を形成していてもよい。更にこれらの環構造は、前記一般式（ｉ）にお
いて、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７、及びＲ８が１価の置換基を表す場合
に例示した各置換基を更に有していてもよい。環構造が複素環の場合、ヘテロ原子の例と
しては、Ｎ、Ｏ、及びＳを挙げることができる。Ｒ５Ｃ又はＲ６Ｃと、Ｒ７Ｃ又はＲ８Ｃ

と、が互いに連結して脂肪族環を形成してもよいが、芳香族環を形成することはない。
【０１２１】
　また、Ｒ１Ｃ、Ｒ２Ｃ、Ｒ３Ｃ、Ｒ４Ｃ、Ｒ５Ｃ、Ｒ６Ｃ、Ｒ７Ｃ、及びＲ８Ｃの少な
くとも一つはハロゲン原子であることが好ましい。ハロゲン原子の好ましい置換位置とし
ては、Ｒ１Ｃ、Ｒ２Ｃ、Ｒ３Ｃ、Ｒ４Ｃがあげられ、Ｒ２Ｃが最も好ましい。好ましいハ
ロゲン原子の数としては好ましくは一つ、又は二つ、更に好ましくは一つである。
【０１２２】
　更に、Ｒ２Ｃは水素以外の置換基であることが好ましく、中でも、アルキル基、ハロゲ
ン原子、アシルオキシ基、アルコキシカルボニル基が好ましく、特に、アルキル基、ハロ
ゲン原子が好ましく、その場合、光源とのマッチングがよく高感度である。
【０１２３】
　加えて、Ｒ７Ｃ及びＲ８Ｃのいずれかは水素以外の置換基であるほうが好ましく、両方
とも水素以外の置換基であることが更に好ましい。好ましい置換基としては、アルキル基
、ハロゲン原子、カルボキシル基、アルコキシカルボニル基が挙げられ、中でも、アルキ
ル基、アルコキシカルボニル基が好ましく、アルキル基が最も好ましい。
【０１２４】
　Ｒ１Ｃ、Ｒ２Ｃ、Ｒ３Ｃ、Ｒ４Ｃ、Ｒ５Ｃ、Ｒ６Ｃ、Ｒ７Ｃ、及びＲ８Ｃのいずれかが
アルキル基である場合、そのアルキル基としては、炭素数１～１０個のアルキル基が好ま
しく、メチル基、エチル基、プロピル基、ｎ－ブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔ－ブチル
基のような炭素数が１～４個のものがより好ましい。
　Ｒ１Ｃ、Ｒ２Ｃ、Ｒ３Ｃ、Ｒ４Ｃ、Ｒ５Ｃ、Ｒ６Ｃ、Ｒ７Ｃ、及びＲ８Ｃのいずれかが
ハロゲン原子である場合、そのハロゲン原子としては、フッ素原子、塩素原子、臭素原子
、ヨウ素原子を挙げることができ、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子が好ましい。
【０１２５】
　Ｒ１Ｃ、Ｒ２Ｃ、Ｒ３Ｃ、Ｒ４Ｃ、Ｒ５Ｃ、Ｒ６Ｃ、Ｒ７Ｃ、及びＲ８Ｃのいずれかが
アシルオキシ基である場合、そのアシルオキシ基としては炭素数２～１０個の脂肪族アシ
ルオキシ基が好ましく、炭素数が２～５個の脂肪族アシルオキシ基がより好ましい。
　Ｒ１Ｃ、Ｒ２Ｃ、Ｒ３Ｃ、Ｒ４Ｃ、Ｒ５Ｃ、Ｒ６Ｃ、Ｒ７Ｃ、及びＲ８Ｃのいずれかが
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アルコキシカルボニル基である場合、そのアルコキシカルボニル基としては、炭素数２～
１０個の脂肪族アルコキシカルボニル基が好ましく、炭素数が２～５個のアルコキシカル
ボニル基がより好ましい。
【０１２６】
　本発明に好適に用いることのできる、特定増感色素の具体例〔例示化合物（Ｉ－１）～
（Ｉ－１３３）〕を以下に示すが、本発明はこれらに限定されるものではない。
【０１２７】
【化１９】

【０１２８】
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【０１２９】
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【化２１】

【０１３０】
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【０１３１】
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【０１３２】
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【０１３３】
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【０１３４】
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【化２６】

【０１３５】
【化２７】

【０１３６】
　なお、本発明に係る特定増感色素は、例えば、特開２００４－１８９６９５公報、「Ｔ
ｅｔｒａｈｅｄｒｏｎ」第４９巻，ｐ９３９（１９９３年）、「Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　
Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ」　ｐ８９３（１９４５年）、及び、「Ｊｏｕｒｎ
ａｌ　ｏｆ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ」　ｐ４９３９（１９６５年）などに
記載の公知の方法によって合成することができる。
【０１３７】
　本発明の光硬化性組成物における特定増感色素の含有量は、光硬化性組成物に対して固
形分で、０．０５質量％～３０質量％程度が好ましく、０．１質量％～２０質量％である
ことが更に好ましく、０．２質量％～１０質量％であることがより好ましい。
　なお、この特定増感色素は、可視光領域における吸収が殆どないため、効果を発現しう
る量を添加しても光硬化性組成物の色相に影響を与える懸念がないという利点をも有する
ものである。
　含有量について、前述のラジカル重合開始剤との関連において述べれば、特定重合開始
剤：特定増感色素の質量比で２００：１～１：２００、好ましくは、５０：１～１：５０
、より好ましくは、２０：１～１：５の量で含まれることが好適である。
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【０１３８】
［その他の増感色素］
　本発明においては、前記した特定増感色素に加え、公知の増感色素を本発明の効果を損
なわない限りにおいて併用することができる。その他の増感色素は、特定増感色素に対し
て、特定増感色素：他の増感色素の質量比で１：５～１００：１、好ましくは、１：１～
１００：１、より好ましくは、２：１～１００：１の量で添加することが可能である。
　併用しうる公知の増感色素の例としては、チオキサントン（特に、イソプロピルチオキ
サントン）、アントラキノン、３－アシルクマリン誘導体、ターフェニル、スチリルケト
ン、３－（アロイルメチレン）チアゾリン、ショウノウキノン、エオシン、ローダミン、
エリスロシンなどが挙げられる。
　併用可能な増感色素の更なる例は、下記のとおりである。
【０１３９】
（１）チオキサントン
　チオキサントン、２－イソプロピルチオキサントン、２－クロロチオキサントン、２－
ドデシルチオキサントン、２，４－ジ－エチルチオキサントン、２，４－ジメチルチオキ
サントン、１－メトキシカルボニルチオキサントン、２－エトキシカルボニルチオキサン
トン、３－（２－メトキシエトキシカルボニル）チオキサントン、４－ブトキシカルボニ
ルチオキサントン、３－ブトキシカルボニル－７－メチルチオキサントン、１－シアノ－
３－クロロチオキサントン、１－エトキシカルボニル－３－クロロチオキサントン、１－
エトキシカルボニル－３－エトキシチオキサントン、１－エトキシカルボニル－３－アミ
ノチオキサントン、１－エトキシカルボニル－３－フェニルスルフリルチオキサントン、
３，４－ジ－〔２－（２－メトキシエトキシ）エトキシカルボニル〕チオキサントン、１
－エトキシカルボニル－３－（１－メチル－１－モルホリノエチル）チオキサントン、２
－メチル－６－ジメトキシメチルチオキサントン、２－メチル－６－（１，１－ジメトキ
シベンジル）チオキサントン、２－モルホリノメチルチオキサントン、２－メチル－６－
モルホリノメチルチオキサントン、ｎ－アリルチオキサントン－３，４－ジカルボキシミ
ド、ｎ－オクチルチオキサントン－３，４－ジカルボキシイミド、Ｎ－（１，１，３，３
－テトラメチルブチル）チオキサントン－３，４－ジカルボキシイミド、１－フェノキシ
チオキサントン、６－エトキシカルボニル－２－メトキシチオキサントン、６－エトキシ
カルボニル－２－メチルチオキサントン、チオキサントン－２－ポリエチレングリコール
エステル、２－ヒドロキシ－３－（３，４－ジメチル－９－オキソ－９Ｈ－チオキサント
ン－２－イルオキシ）－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチル－１－プロパンアミニウムクロリド；
【０１４０】
（２）３－アシルクマリン誘導体
　３－ベンゾイルクマリン、３－ベンゾイル－７－メトキシクマリン、３－ベンゾイル－
５，７－ジ（プロポキシ）クマリン、３－ベンゾイル－６，８－ジクロロクマリン、３－
ベンゾイル－６－クロロクマリン、３，３’－カルボニルビス〔５，７－ジ（プロポキシ
）クマリン〕、３，３’－カルボニルビス（７－メトキシクマリン）、３，３’－カルボ
ニルビス（７－ジエチルアミノクマリン）、３－イソブチロイルクマリン、３－ベンゾイ
ル－５，７－ジメトキシクマリン、３－ベンゾイル－５，７－ジエトキシクマリン、３－
ベンゾイル－５，７－ジブトキシクマリン、３－ベンゾイル－５，７－ジ（メトキシエト
キシ）クマリン、３－ベンゾイル－５，７－ジ（アリルオキシ）クマリン、３－ベンゾイ
ル－７－ジメチルアミノクマリン、３－ベンゾイル－７－ジエチルアミノクマリン、３－
イソブチロイル－７－ジメチルアミノクマリン、５，７－ジメトキシ－３－（１－ナフト
イル）クマリン、５，７－ジメトキシ－３－（１－ナフトイル）クマリン、３－ベンゾイ
ルベンゾ〔ｆ〕クマリン、７－ジエチルアミノ－３－チエノイルクマリン、３－（４－シ
アノベンゾイル）－５，７－ジメトキシクマリン；
【０１４１】
（３）３－（アロイルメチレン）チアゾリン
　３－メチル－２－ベンゾイルメチレン－β－ナフトチアゾリン、３－メチル－２－ベン
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ゾイルメチレンベンゾチアゾリン、３－エチル－２－プロピオニルメチレン－β－ナフト
チアゾリン；
【０１４２】
（４）アントラセン
　９，１０－ジメトキシ－アントラセン、９，１０－ジエトキシ－アントラセン、９，１
０－ジメトキシ－２－エチル－アントラセン、
【０１４３】
（５）他のカルボニル化合物
　アセトフェノン、３－メトキシアセトフェノン、４－フェニルアセトフェノン、ベンジ
ル、２－アセチルナフタレン、２－ナフトアルデヒド、９，１０－ナフトラキノン、９－
フルオレノン、ジベンゾスベロン、キサントン、２，５－ビス（４－ジエチルアミノベン
ジリデン）シクロペンタノン、α－（パラ－ジメチルアミノベンジリデン）ケトン、例え
ば、２－（４－ジメチルアミノベンジリデン）インダン－１－オン又は３－（４－ジメチ
ルアミノフェニル）－１－インダン－５－イルプロペノン、３－フェニルチオフタルイミ
ド、Ｎ－メチル－３，５－ジ（エチルチオ）フタルイミド。
【０１４４】
＜（Ｅ）着色剤＞
　本発明の光硬化性組成物は、（Ｅ）着色剤を含有してもよい。特に、本発明の光硬化性
組成物をインク組成物として用いる場合には、種々の色相を有する着色剤が好ましく用い
られる。
　本発明に用いることのできる着色剤としては、特に制限はないが、耐候性に優れ、色再
現性に富んだ顔料及び油溶性染料が好ましく、溶解性染料等の任意の公知の着色剤から選
択して使用することができる。本発明の光硬化性組成物又はインクジェット記録用インク
組成物に好適に使用し得る着色剤は、硬化反応である重合反応において重合禁止剤として
機能しないことが好ましい。これは、活性放射線による硬化反応の感度を低下させないた
めである。
【０１４５】
［顔料］
　顔料としては、特に限定されるものではなく、一般に市販されているすべての有機顔料
及び無機顔料、又は顔料を、分散媒として不溶性の樹脂等に分散させたもの、或いは顔料
表面に樹脂をグラフト化したもの等を用いることができる。また、樹脂粒子を染料で染色
したもの等も用いることができる。
　これらの顔料としては、例えば、伊藤征司郎編「顔料の辞典」（２０００年刊）、Ｗ．
Ｈｅｒｂｓｔ，Ｋ．Ｈｕｎｇｅｒ「Ｉｎｄｕｓｔｒｉａｌ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｐｉｇｍｅ
ｎｔｓ」、特開２００２－１２６０７号公報、特開２００２－１８８０２５号公報、特開
２００３－２６９７８号公報、特開２００３－３４２５０３号公報に記載の顔料が挙げら
れる。
【０１４６】
　本発明において使用できる有機顔料及び無機顔料の具体例としては、例えば、イエロー
色を呈するものとして、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１（ファストイエローＧ等），Ｃ．
Ｉ．ピグメントイエロー７４、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２０の如きモノアゾ顔料、
Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５５、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２（ジスアジイエロ
ーＡＡＡ等）、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１７の如きジスアゾ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トイエロー１８０の如き非ベンジジン系のアゾ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１００
（タートラジンイエローレーキ等）の如きアゾレーキ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー
９５（縮合アゾイエローＧＲ等）の如き縮合アゾ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１１
５（キノリンイエローレーキ等）の如き酸性染料レーキ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロ
ー１８（チオフラビンレーキ等）の如き塩基性染料レーキ顔料、フラバントロンイエロー
（Ｙ－２４）の如きアントラキノン系顔料、イソインドリノンイエロー３ＲＬＴ（Ｙ－１
１０）の如きイソインドリノン顔料、キノフタロンイエロー（Ｙ－１３８）の如きキノフ
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タロン顔料、イソインドリンイエロー（Ｙ－１３９）の如きイソインドリン顔料、Ｃ．Ｉ
．ピグメントイエロー１５３（ニッケルニトロソイエロー等）の如きニトロソ顔料、Ｃ．
Ｉ．ピグメントイエロー１１７（銅アゾメチンイエロー等）の如き金属錯塩アゾメチン顔
料等が挙げられる。
【０１４７】
　赤或いはマゼンタ色を呈するものとして、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド３（トルイジンレ
ッド等）の如きモノアゾ系顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド３８（ピラゾロンレッドＢ等
）の如きジスアゾ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド５３：１（レーキレッドＣ等）やＣ．
Ｉ．ピグメントレッド５７：１（ブリリアントカーミン６Ｂ）の如きアゾレーキ顔料、Ｃ
．Ｉ．ピグメントレッド１４４（縮合アゾレッドＢＲ等）の如き縮合アゾ顔料、Ｃ．Ｉ．
ピグメントレッド１７４（フロキシンＢレーキ等）の如き酸性染料レーキ顔料、Ｃ．Ｉ．
ピグメントレッド８１（ローダミン６Ｇ’レーキ等）の如き塩基性染料レーキ顔料、Ｃ．
Ｉ．ピグメントレッド１７７（ジアントラキノニルレッド等）の如きアントラキノン系顔
料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド８８（チオインジゴボルドー等）の如きチオインジゴ顔料
、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１９４（ペリノンレッド等）の如きペリノン顔料、Ｃ．Ｉ．
ピグメントレッド１４９（ペリレンスカーレット等）の如きペリレン顔料、Ｃ．Ｉ．ピグ
メントバイオレット１９（無置換キナクリドン）、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１２２（キ
ナクリドンマゼンタ等）の如きキナクリドン顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１８０（イ
ソインドリノンレッド２ＢＬＴ等）の如きイソインドリノン顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントレ
ッド８３（マダーレーキ等）の如きアリザリンレーキ顔料等が挙げられる。
【０１４８】
　青或いはシアン色を呈する顔料として、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー２５（ジアニシジン
ブルー等）の如きジスアゾ系顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５（フタロシアニンブル
ー等）の如きフタロシアニン顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー２４（ピーコックブルーレ
ーキ等）の如き酸性染料レーキ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１（ビクロチアピュアブ
ルーＢＯレーキ等）の如き塩基性染料レーキ顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー６０（イン
ダントロンブルー等）の如きアントラキノン系顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１８（ア
ルカリブルーＶ－５：１）の如きアルカリブルー顔料等が挙げられる。
【０１４９】
　緑色を呈する顔料として、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン７（フタロシアニングリーン）
、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン３６（フタロシアニングリーン）の如きフタロシアニン顔
料、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン８（ニトロソグリーン）等の如きアゾ金属錯体顔料等が
挙げられる。
【０１５０】
　オレンジ色を呈する顔料として、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ６６（イソインドリンオ
レンジ）の如きイソインドリン系顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ５１（ジクロロピラ
ントロンオレンジ）の如きアントラキノン系顔料が挙げられる。
【０１５１】
　黒色を呈する顔料として、カーボンブラック、チタンブラック、アニリンブラック等が
挙げられる。
【０１５２】
　白色顔料の具体例としては、塩基性炭酸鉛（２ＰｂＣＯ３Ｐｂ（ＯＨ）２、いわゆる、
シルバーホワイト）、酸化亜鉛（ＺｎＯ、いわゆる、ジンクホワイト）、酸化チタン（Ｔ
ｉＯ２、いわゆる、チタンホワイト）、チタン酸ストロンチウム（ＳｒＴｉＯ３、いわゆ
る、チタンストロンチウムホワイト）などが利用可能である。
【０１５３】
　ここで、酸化チタンは他の白色顔料と比べて比重が小さく、屈折率が大きく化学的、物
理的にも安定であるため、顔料としての隠蔽力や着色力が大きく、更に、酸やアルカリ、
その他の環境に対する耐久性にも優れている。したがって、白色顔料としては酸化チタン
を利用することが好ましい。もちろん、必要に応じて他の白色顔料（列挙した白色顔料以
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外であってもよい。）を使用してもよい。
【０１５４】
　顔料の分散には、例えば、ボールミル、サンドミル、アトライター、ロールミル、ジェ
ットミル、ホモジナイザー、ペイントシェーカー、ニーダー、アジテータ、ヘンシェルミ
キサ、コロイドミル、超音波ホモジナイザー、パールミル、湿式ジェットミル等の分散装
置を用いることができる。
　顔料の分散を行う際に分散剤を添加することも可能である。分散剤としては、水酸基含
有カルボン酸エステル、長鎖ポリアミノアマイドと高分子量酸エステルの塩、高分子量ポ
リカルボン酸の塩、高分子量不飽和酸エステル、高分子共重合物、変性ポリアクリレート
、脂肪族多価カルボン酸、ナフタレンスルホン酸ホルマリン縮合物、ポリオキシエチレン
アルキル燐酸エステル、顔料誘導体等を挙げることができる。また、Ｎｏｖｅｏｎ社のＳ
ｏｌｓｐｅｒｓｅシリーズなどの市販の高分子分散剤を用いることも好ましい。
　また、分散助剤として、各種顔料に応じたシナージストを用いることも可能である。こ
れらの分散剤及び分散助剤は、顔料１００質量部に対し、１質量部～５０質量部添加する
ことが好ましい。
【０１５５】
　本発明の光硬化性組成物において、顔料などの諸成分の分散媒としては、溶剤を添加し
てもよく、また、無溶媒でもよいが、本発明の光硬化性組成物が適用されるインク組成物
は、放射線硬化型のインクであり、インク組成物を被記録媒体上に適用後、硬化させるた
め、無溶剤であることが好ましい。これは、硬化されたインク画像中に、溶剤が残留する
と、耐溶剤性が劣化したり、画像の耐溶剤性が劣化したり、画像の不均一性、表面のべと
つきなどを生じる件があるためである。の問題が生じるためである。このような観点から
、分散媒としては、ラジカル重合性化合物を用い、中でも、最も粘度が低いラジカル重合
性モノマー、例えばビニルエーテル化合物や単官能のアクリレート、を選択することが分
散適性やインク組成物のハンドリング性向上の観点から好ましい。
【０１５６】
　顔料の平均粒径は、０．０２～０．９μｍにするのが好ましく、０．０５～０．８μｍ
とするのが更に好ましく、より好ましくは、０．０６～０．６μｍの範囲である。
　顔料粒子の平均粒径を上記好ましい範囲となるよう、顔料、分散剤、分散媒体の選定、
分散条件、ろ過条件を設定する。この粒径管理によって、本発明の光硬化性組成物をイン
ク組成物として用い、インクジェット記録に適用した場合、ヘッドノズルの詰まりを抑制
し、インクの保存安定性、インク透明性及び硬化感度を維持することができる。
【０１５７】
［染料］
　本発明に用いることのできる染料は、油溶性のものが好ましい。具体的には、２５℃で
の水への溶解度（水１００ｇに溶解する色素の質量）が１ｇ以下であるものを意味し、好
ましくは０．５ｇ以下、より好ましくは０．１ｇ以下である。従って、所謂、水に不溶性
の油溶性染料が好ましく用いられる。
【０１５８】
　本発明に用いることのできる染料は、光硬化性組成物に必要量溶解させるために染料母
核に対して油溶化基を導入することも好ましい。
　油溶化基としては、長鎖、分岐アルキル基、長鎖、分岐アルコキシ基、長鎖、分岐アル
キルチオ基、長鎖、分岐アルキルスルホニル基、長鎖、分岐アシルオキシ基、長鎖、分岐
アルコキシカルボニル基、長鎖、分岐アシル基、長鎖、分岐アシルアミノ基長鎖、分岐ア
ルキルスルホニルアミノ基、長鎖、分岐アルキルアミノスルホニル基及びこれら長鎖、分
岐置換基を含むアリール基、アリールオキシ基、アリールオキシカルボニル基、アリール
カルボニルオキシ基、アリールアミノカルボニル基、アリールアミノスルホニル基、アリ
ールスルホニルアミノ基等が挙げられる。
　また、カルボン酸、スルホン酸を有する水溶性染料に対して、長鎖、分岐アルコール、
アミン、フェノール、アニリン誘導体を用いて油溶化基であるアルコキシカルボニル基、
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アリールオキシカルボニル基、アルキルアミノスルホニル基、アリールアミノスルホニル
基に変換することにより染料を得てもよい。
【０１５９】
　前記油溶性染料としては、融点が２００℃以下のものが好ましく、融点が１５０℃以下
であるものがより好ましく、融点が１００℃以下であるものが更に好ましい。融点が低い
油溶性染料を用いることにより、光硬化性組成物中での色素の結晶析出が抑制され、光硬
化生成物の保存安定性が良くなる。
　また、退色、特にオゾンなどの酸化性物質に対する耐性や硬化特性を向上させるために
、酸化電位が貴である（高い）ことが望ましい。このため、本発明で用いる油溶性染料と
して、酸化電位が１．０Ｖ（ｖｓ ＳＣＥ）以上であるものが好ましく用いられる。酸化
電位は高いほうが好ましく、酸化電位が１．１Ｖ（ｖｓＳＣＥ）以上のものがより好まし
く、１．１５Ｖ（ｖｓ ＳＣＥ）以上のものが特に好ましい。
【０１６０】
　イエロー色の染料としては、特開２００４－２５０４８３号公報の記載の一般式（Ｙ－
Ｉ）で表される構造の化合物が好ましい。
　特に好ましい染料は、特開２００４－２５０４８３号公報の段落番号［００３４］に記
載されている一般式（Ｙ－II）～（Ｙ－IV）で表される染料であり、具体例として特開２
００４－２５０４８３号公報の段落番号［００６０］から［００７１］に記載の化合物が
挙げられる。尚、該公報記載の一般式（Ｙ－Ｉ）の油溶性染料はイエローのみでなく、ブ
ラックインク、レッドインクなどのいかなる色のインクに用いてもよい。
【０１６１】
　マゼンタ色の染料としては、特開２００２－１１４９３０号公報に記載の一般式（３）
、（４）で表される構造の化合物が好ましく、具体例としては、特開２００２－１１４９
３０号公報の段落［００５４］～［００７３］に記載の化合物が挙げられる。
　特に好ましい染料は、特開２００２－１２１４１４号公報の段落番号［００８４］から
［０１２２］に記載されている一般式（Ｍ－１）～（Ｍ－２）で表されるアゾ染料であり
、具体例として特開２００２－１２１４１４号公報の段落番号［０１２３］から［０１３
２］に記載の化合物が挙げられる。尚、該公報記載の一般式（３）、（４）、（Ｍ－１）
～（Ｍ－２）の油溶性染料はマゼンタのみでなく、ブラックインク、レッドインクなどの
いかなる色のインクに用いてもよい。
【０１６２】
　シアン色の染料としては、特開２００１－１８１５４７号公報に記載の式（Ｉ）～（IV
）で表される染料、特開２００２－１２１４１４号公報の段落番号［００６３］から［０
０７８］に記載されている一般式（IV－１）～（IV－４）で表される染料が好ましいもの
として挙げられ、具体例として特開２００１－１８１５４７号公報の段落番号［００５２
］から［００６６］、特開２００２－１２１４１４号公報の段落番号［００７９］から［
００８１］に記載の化合物が挙げられる。
　特に好ましい染料は、特開２００２－１２１４１４号公報の段落番号［０１３３］から
［０１９６］に記載されている一般式（Ｃ－Ｉ）、（Ｃ－II）で表されるフタロシアニン
染料であり、更に一般式（Ｃ－II）で表されるフタロシアニン染料が好ましい。この具体
例としては、特開２００２－１２１４１４号公報の段落番号［０１９８］から［０２０１
］に記載の化合物が挙げられる。尚、前記式（Ｉ）～（IV）、（IV－１）～（IV－４）、
（Ｃ－Ｉ）、（Ｃ－II）の油溶性染料はシアンのみでなく、ブラックインクやグリーンイ
ンクなどのいかなる色のインクに用いてもよい。
【０１６３】
－酸化電位－
　本発明における染料の酸化電位の値（Ｅｏｘ）は、当業者が容易に測定することができ
る。この方法に関しては、例えばＰ．Ｄｅｌａｈａｙ著“Ｎｅｗ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ
ａｌ　Ｍｅｔｈｏｄｓ　ｉｎ　Ｅｌｅｃｔｒｏｃｈｅｍｉｓｔｒｙ”（１９５４年，Ｉｎ
ｔｅｒｓｃｉｅｎｃｅ　Ｐｕｂｌｉｓｈｅｒｓ社刊）や、Ａ．Ｊ．Ｂａｒｄ他著“Ｅｌｅ
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ｃｔｒｏｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｍｅｔｈｏｄｓ”（１９８０年、Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌｅｙ　＆
　Ｓｏｎｓ社刊）、藤嶋昭他著“電気化学測定法”（１９８４年　技報堂出版社刊）に記
載されている。
　具体的に酸化電位は、過塩素酸ナトリウムや過塩素酸テトラプロピルアンモニウムとい
った支持電解質を含むジメチルホルムアミドやアセトニトリルのような溶媒中に、被験試
料を１×１０－２～１×１０－６モル／リットル溶解して、サイクリックボルタンメトリ
ーや直流ポーラログラフィー装置により、作用極として炭素（ＧＣ）を、対極として回転
白金電極を用いて酸化側（貴側）に掃引したときの酸化波を直線で近似して、この直線と
残余電流・電位直線との交点と、直線と飽和電流直線との交点（又はピーク電位値を通る
縦軸に平行な直線との交点）と、で作られる線分の中間電位値をＳＣＥ（飽和カロメル電
極）に対する値として測定する。この値は、液間電位差や試料溶液の液抵抗などの影響で
、数１０ミルボルト程度偏位することがあるが、標準試料（例えばハイドロキノン）を入
れて電位の再現性を保証することができる。また、用いる支持電解質や溶媒は、被験試料
の酸化電位や溶解性により適当なものを選ぶことができる。用いることができる支持電解
質や溶媒については藤嶋昭他著“電気化学測定法”（１９８４年　技報堂出版社刊）１０
１～１１８ページに記載がある。
【０１６４】
　これらの着色剤は光硬化性組成物中、固形分換算で１質量％～３０質量％添加されるこ
とが好ましく、２質量％～２５質量％がより好ましい。
【０１６５】
　本発明の光硬化性組成物には、前記の各成分に加え、本発明の効果を損なわない限りに
おいて、物性向上などの目的で、他の成分を併用することができる。
　以下、これら任意の成分について以下に説明する。
【０１６６】
＜共増感剤＞
　本発明の光硬化性組成物は、共増感剤を含有することもできる。本発明において共増感
剤は、増感色素の活性放射線に対する感度を一層向上させる、或いは酸素による重合性化
合物の重合阻害を抑制する等の作用を有する。
【０１６７】
　共増感剤の例としては、アミン類、例えば、Ｍ．Ｒ．Ｓａｎｄｅｒら著「Ｊｏｕｒｎａ
ｌ　ｏｆ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ」第１０巻３１７３頁（１９７２）、特公昭
４４－２０１８９号公報、特開昭５１－８２１０２号公報、特開昭５２－１３４６９２号
公報、特開昭５９－１３８２０５号公報、特開昭６０－８４３０５号公報、特開昭６２－
１８５３７号公報、特開昭６４－３３１０４号公報、Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｄｉｓｃｌｏｓ
ｕｒｅ　３３８２５号記載の化合物等が挙げられ、具体的には、トリエタノールアミン、
ｐ－ジメチルアミノ安息香酸エチルエステル、ｐ－ホルミルジメチルアニリン、ｐ－メチ
ルチオジメチルアニリン等が挙げられる。
【０１６８】
　共増感剤の別の例としては、チオール及びスルフィド類、例えば、特開昭５３－７０２
号公報、特公昭５５－５００８０６号公報、特開平５－１４２７７２号公報記載のチオー
ル化合物、特開昭５６－７５６４３号公報のジスルフィド化合物等が挙げられ、具体的に
は、２－メルカプトベンゾチアゾール、２－メルカプトベンゾオキサゾール、２－メルカ
プトベンゾイミダゾール、２－メルカプト－４（３Ｈ）－キナゾリン、β－メルカプトナ
フタレン等が挙げられる。
【０１６９】
　また、共増感剤の別の例としては、アミノ酸化合物（例、Ｎ－フェニルグリシン等）、
特公昭４８－４２９６５号公報記載の有機金属化合物（例、トリブチル錫アセテート等）
、特公昭５５－３４４１４号公報記載の水素供与体、特開平６－３０８７２７号公報記載
のイオウ化合物（例、トリチアン等）、特開平６－２５０３８７号公報記載のリン化合物
（ジエチルホスファイト等）、特開平８－６５７７９号記載のＳｉ－Ｈ、Ｇｅ－Ｈ化合物



(41) JP 2010-6977 A 2010.1.14

10

20

30

40

50

等が挙げられる。
【０１７０】
＜重合禁止剤＞
　本発明の光硬化性組成物には、必要に応じて、重合禁止剤を添加することができる。
　重合禁止剤は、光硬化性組成物の保存性を高める観点から添加され得る。また、本発明
の光硬化性組成物をインク組成物として用い、は、４０～８０℃の範囲で加熱、低粘度化
して吐出することが好ましく、熱重合によるヘッド詰まりを防ぐためにも、重合禁止剤を
添加することが好ましい。重合禁止剤は、本発明の光硬化性組成物全量に対し、２００～
２０，０００ｐｐｍ添加することが好ましい。重合禁止剤としては、例えば、ハイドロキ
ノン、ベンゾキノン、ｐ－メトキシフェノール、ＴＥＭＰＯ、ＴＥＭＰＯＬ、クペロンＡ
ｌ等が挙げられる。
【０１７１】
＜カチオン重合性化合物及びカチオン重合開始剤＞
　本発明の光硬化性組成物においては、カチオン重合性化合物とカチオン重合開始剤とを
併用したラジカル・カチオンのハイブリッド型の硬化性を有する組成物としてもよい（ラ
ジカル・カチオンのハイブリッド型硬化性インク）。
【０１７２】
－カチオン重合性化合物－
　本発明に用いうるカチオン重合性化合物は、光酸発生剤から発生する酸により重合反応
を開始し、硬化する化合物であれば特に制限はなく、光カチオン重合性モノマーとして知
られる各種公知のカチオン重合性のモノマーを使用することができる。カチオン重合性モ
ノマーとしては、例えば、特開平６－９７１４号、特開２００１－３１８９２号、同２０
０１－４００６８号、同２００１－５５５０７号、同２００１－３１０９３８号、同２０
０１－３１０９３７号、同２００１－２２０５２６号などの各公報に記載されているエポ
キシ化合物、ビニルエーテル化合物、オキセタン化合物などが挙げられる。
【０１７３】
　また、カチオン重合性化合物としては、例えば、カチオン重合系の光硬化性樹脂に適用
される重合性化合物が知られており、最近では４００ｎｍ以上の可視光波長域に増感され
た光カチオン重合系の光硬化性樹脂に適用される重合性化合物として、例えば、特開平６
－４３６３３号、特開平８－３２４１３７号の各公報等に公開されている。これらも本発
明の光硬化性組成物に適用することができる。
【０１７４】
－カチオン重合開始剤－
　本発明にカチオン重合性化合物を使用する際に併用しうるカチオン重合開始剤（光酸発
生剤）としては、例えば、化学増幅型フォトレジストや光カチオン重合に利用される化合
物が用いられる（有機エレクトロニクス材料研究会編、「イメージング用有機材料」、ぶ
んしん出版（１９９３年）、１８７～１９２ページ参照）。本発明に好適なカチオン重合
開始剤の例を以下に挙げる。
　第１に、ジアゾニウム、アンモニウム、ヨードニウム、スルホニウム、ホスホニウムな
どの芳香族オニウム化合物のＢ（Ｃ６Ｆ５）４－、ＰＦ６－、ＡｓＦ６－、ＳｂＦ６－、
ＣＦ３ＳＯ３－塩を挙げることができる。第２に、スルホン酸を発生するスルホン化物を
挙げることができる。第３に、ハロゲン化水素を光発生するハロゲン化物も用いることが
できる。第４に、鉄アレン錯体を挙げることができる。
　上記如きカチオン重合開始剤は、単独で用いてもよいし、併用してもよい。
【０１７５】
＜溶剤＞
　本発明の光硬化性組成物を放射線硬化型のインク組成物に適用する場合、インク組成物
着弾直後に速やかに反応しかつ硬化し得るよう、溶剤を含まないことが好ましい。しかし
、インク組成物の硬化速度等に影響がない限り、所定の溶剤を含めることができる。本発
明において、溶剤としては、有機溶剤、水が使用できる。特に、有機溶剤は、被記録媒体
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（紙などの支持体）との接着性を改良するために添加され得る。好適に用いられる溶剤と
しては、プロピレンカーボネート、コハク酸ジメチル、グルタル酸ジメチル、アジピン酸
ジメチル、及び、それらの混合物が挙げられる。
　有機溶剤の量は、本発明の光硬化性組成物全体の質量に対し、例えば、０．１質量％～
５質量％、好ましくは０．１質量％～３質量％の範囲である。
【０１７６】
＜その他の成分＞
　この他に、必要に応じて、公知の化合物を本発明の光硬化性組成物に添加することがで
きる。例えば、界面活性剤、レベリング添加剤、マット剤、膜物性を調整するためのポリ
エステル系樹脂、ポリウレタン系樹脂、ビニル系樹脂、アクリル系樹脂、ゴム系樹脂、ワ
ックス類等を適宜選択して添加することができる。また、ポリオレフィンやＰＥＴ等の被
記録媒体への接着性を改善するために、重合を阻害しないタッキファイヤーを含有させる
ことも好ましい。具体的には、特開２００１－４９２００号公報の５～６頁に記載されて
いる高分子量の粘着性ポリマー（例えば、（メタ）アクリル酸と炭素数１～２０のアルキ
ル基を有するアルコールとのエステル、（メタ）アクリル酸と炭素数３～１４の脂環属ア
ルコールとのエステル、（メタ）アクリル酸と炭素数６～１４の芳香属アルコールとのエ
ステルからなる共重合物）や、重合性不飽和結合を有する低分子量粘着付与性樹脂などが
挙げられる。
【０１７７】
　本発明の光硬化性組成物は、放射線硬化型のインク組成物の他、コーティング組成物、
カラーフィルター用光硬化性材料、フォトレジスト、接着剤等に用いることができる。
【０１７８】
〔インク組成物〕
　本発明のインク組成物は、前述の本発明の光硬化性組成物を含むことを特徴とする。本
発明のインク組成物は、保存安定性に優れることからインクジェット記録に好適である。
　以下、本発明のインク組成物について、説明する。
【０１７９】
［インク組成物の性質］
　本発明のインク組成物の好ましい物性について説明する。
　本発明のインク組成物は、吐出性を考慮し、吐出時の温度（例えば、４０～８０℃、好
ましくは２５～５０℃）において、粘度が、好ましくは７～３０ｍＰａ・ｓであり、より
好ましくは７～２５ｍＰａ・ｓである。例えば、本発明のインク組成物の室温（２５～３
０℃）での粘度は、好ましくは１０～５０ｍＰａ・ｓ、より好ましくは１２～４０ｍＰａ
・ｓである。
【０１８０】
　本発明のインク組成物は、粘度が上記範囲になるように適宜組成比を調整することが好
ましい。室温での粘度を高く設定することにより、多孔質な被記録媒体を用いた場合でも
、被記録媒体中へのインク浸透を回避し、未硬化モノマーの低減、臭気低減が可能となる
。更にインク液滴着弾時のインクの滲みを抑えることができ、その結果として画質が改善
される。
【０１８１】
　本発明のインク組成物の表面張力は、好ましくは２０～３０ｍＮ／ｍ、より好ましくは
２３～２８ｍＮ／ｍである。ポリオレフィン、ＰＥＴ、コート紙、非コート紙など様々な
被記録媒体へ記録する場合、滲み及び浸透の観点から、２０ｍＮ／ｍ以上が好ましく、濡
れ性の点はで３０ｍＮ／ｍ以下が好ましい。
【０１８２】
〔インクジェット記録方法〕
　本発明のインクジェット記録方法、及び該インクジェット記録方法に適用しうるインク
ジェット記録装置について、以下説明する。
【０１８３】
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　本発明のインクジェット記録方法は、（１）被記録媒体上に、本発明のインク組成物を
吐出する工程、及び、（２）吐出されたインク組成物に活性放射線を照射して、該インク
組成物を硬化する工程、を含むことを特徴とする。
　本発明のインクジェット記録方法は、上記（１）及び（２）工程を含むことにより、被
記録媒体上において硬化したインク組成物により画像が形成される。
【０１８４】
　本発明のインクジェット記録方法における（１）工程には、以下に詳述するインクジェ
ット記録装置が用いることができる。
【０１８５】
－インクジェット記録装置－
　本発明のインクジェット記録方法に用いられるインクジェット記録装置としては、特に
制限はなく、目的とする解像度を達成しうる公知のインクジェット記録装置を任意に選択
して使用することができる。即ち、市販品を含む公知のインクジェット記録装置であれば
、いずれも、本発明のインクジェット記録方法の（１）工程における被記録媒体へのイン
クの吐出を実施することができる。
【０１８６】
　本発明で用いることのできるインクジェット記録装置としては、例えば、インク供給系
、温度センサー、活性放射線源を含む装置が挙げられる。
　インク供給系は、例えば、本発明のインク組成物を含む元タンク、供給配管、インクジ
ェットヘッド直前のインク供給タンク、フィルター、ピエゾ型のインクジェットヘッドか
らなる。ピエゾ型のインクジェットヘッドは、１～１００ｐｌ、好ましくは、８～３０ｐ
ｌのマルチサイズドットを、例えば、３２０×３２０～４０００×４０００ｄｐｉ、好ま
しくは、４００×４００～１６００×１６００ｄｐｉ、より好ましくは、７２０×７２０
ｄｐｉの解像度で吐出できるよう駆動することができる。なお、本発明でいうｄｐｉとは
、２．５４ｃｍ当たりのドット数を表す。
【０１８７】
　本発明のインク組成物のような放射線硬化型インクは、吐出されるインクを一定温度に
することが望ましいことから、インク供給タンクからインクジェットヘッド部分までは、
断熱及び加温を行うことができる。温度コントロールの方法としては、特に制約はないが
、例えば、温度センサーを各配管部位に複数設け、インク流量、環境温度に応じた加熱制
御をすることが好ましい。温度センサーは、インク供給タンク及びインクジェットヘッド
のノズル付近に設けることができる。また、加熱するヘッドユニットは、装置本体を外気
からの温度の影響を受けないよう、熱的に遮断若しくは断熱されていることが好ましい。
加熱に要するプリンター立上げ時間を短縮するため、或いは熱エネルギーのロスを低減す
るために、他部位との断熱を行うとともに、加熱ユニット全体の熱容量を小さくすること
が好ましい。
【０１８８】
　上記のインクジェット記録装置を用いた、本発明のインクジェット記録用のインク組成
物の吐出は、インク組成物を、好ましくは４０～８０℃、より好ましくは２５～５０℃に
加熱して、インク組成物の粘度を、好ましくは７～３０ｍＰａ・ｓ、より好ましくは７～
２５ｍＰａ・ｓに下げた後に行うことが好ましい。特に、本発明のインクジェット記録用
のインク組成物として、２５℃におけるインク粘度が３５～５００ｍＰａ・ｓであるもの
を用いると、大きな効果を得ることができるので好ましい。この方法を用いることにより
、高い吐出安定性を実現することができる。
【０１８９】
　本発明のインク組成物のような放射線硬化型インク組成物は、概して通常インクジェッ
ト記録用のインクで使用される水性インクより粘度が高いため、吐出時の温度変動による
粘度変動が大きい。インクの粘度変動は、液滴サイズの変化及び液滴吐出速度の変化に対
して大きな影響を与え、ひいては画質劣化を引き起こす。従って、吐出時のインクの温度
はできるだけ一定に保つことが必要である。よって、本発明において、インクの温度の制
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御幅は、設定温度の±５℃、好ましくは設定温度の±２℃、より好ましくは設定温度±１
℃とすることが適当である。
【０１９０】
　次に、（２）吐出されたインク組成物に活性放射線を照射して、該インク組成物を硬化
する工程について説明する。
　被記録媒体上に吐出されたインク組成物は、活性放射線を照射することによって硬化す
る。これは、本発明のインク組成物に含まれるラジカル重合開始剤が活性放射線の照射に
より分解して、ラジカルなどの開始種を発生し、その開始種の機能により特定ヘテロ環式
化合物や、所望により併用される他の重合性化合物の重合反応が、生起、促進されるため
である。このとき、インク組成物においてラジカル重合開始剤と共に増感色素が存在する
と、系中の増感色素が活性放射線を吸収して励起状態となり、ラジカル重合開始剤と接触
することによってその分解を促進させ、より高感度の硬化反応を達成させることができる
。
【０１９１】
　ここで、使用される活性放射線は、α線、γ線、電子線、Ｘ線、紫外線、可視光又は赤
外光などが使用され得る。特に電子線、紫外線、可視光線のいずれかであることが好まし
い。活性放射線のピーク波長は、増感色素の吸収特性にもよるが、例えば、２００～６０
０ｎｍであることが好ましく、３００～４５０ｎｍであることがより好ましく、３５０～
４２０ｎｍであることが更に好ましい。
【０１９２】
　また、本発明のインク組成物に適用される重合開始系は、低出力の活性放射線であって
も充分な感度を有するものである。従って、活性放射線の出力は、２，０００ｍＪ／ｃｍ
２以下であることが好ましく、より好ましくは、１０～２，０００ｍＪ／ｃｍ２であり、
更に好ましくは、２０～１，０００ｍＪ／ｃｍ２であり、特に好ましくは、５０～８００
ｍＪ／ｃｍ２である。
　更に、活性放射線は、露光面照度が、例えば、１０～２，０００ｍＷ／ｃｍ２、好まし
くは、２０～１，０００ｍＷ／ｃｍ２で照射されることが適当である。
【０１９３】
　活性放射線源としては、水銀ランプやガス・固体レーザー等が主に利用されており、紫
外線光硬化型インク組成物の硬化に使用される光源としては、水銀ランプ、メタルハライ
ドランプが広く知られている。しかしながら、現在環境保護の観点から水銀フリー化が強
く望まれており、ＧａＮ系半導体紫外発光デバイスへの置き換えは産業的、環境的にも非
常に有用である。更に、ＬＥＤ（ＵＶ－ＬＥＤ），ＬＤ（ＵＶ－ＬＤ）は小型、高寿命、
高効率、低コストであり、光硬化型インクジェット用光源として期待されている。
【０１９４】
　また、発光ダイオード（ＬＥＤ）及びレーザーダイオード（ＬＤ）を活性放射線源とし
て用いることが可能である。特に、紫外線源を要する場合、紫外ＬＥＤ及び紫外ＬＤを使
用することができる。例えば、日亜化学（株）は、主放出スペクトルが３６５ｎｍと４２
０ｎｍとの間の波長を有する紫色ＬＥＤを上市している。更に一層短い波長が必要とされ
る場合、米国特許番号第６，０８４，２５０号明細書は、３００ｎｍと３７０ｎｍとの間
に中心付けされた活性放射線を放出し得るＬＥＤを開示している。また、他の紫外ＬＥＤ
も、入手可能であり、異なる紫外線帯域の放射を照射することができる。本発明で特に好
ましい活性放射線源は、ＵＶ－ＬＥＤであり、特に好ましくは、３５０～４２０ｎｍにピ
ーク波長を有するＵＶ－ＬＥＤ、蛍光管、水銀灯である。
【０１９５】
　なお、ＬＥＤの被記録媒体上での最高照度は１０～２，０００ｍＷ／ｃｍ２であること
が好ましく、２０～１，０００ｍＷ／ｃｍ２であることがより好ましく、特に好ましくは
５０～８００ｍＷ／ｃｍ２である。
【０１９６】
　本発明のインク組成物は、このような活性放射線に、例えば、０．０１～１２０秒、好
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ましくは、０．１～９０秒照射されることが適当である。
　活性放射線の照射条件並びに基本的な照射方法は、特開昭６０－１３２７６７号公報に
開示されている。具体的には、インクの吐出装置を含むヘッドユニットの両側に光源を設
け、いわゆるシャトル方式でヘッドユニットと光源を走査することによって行われる。活
性放射線の照射は、インク着弾後、一定時間（例えば、０．０１～０．５秒、好ましくは
、０．０１～０．３秒、より好ましくは、０．０１～０．１５秒）をおいて行われること
になる。このようにインク着弾から照射までの時間を極短時間に制御することにより、被
記録媒体に着弾したインクが硬化前に滲むことを防止するこが可能となる。また、多孔質
な被記録媒体に対しても光源の届かない深部までインクが浸透する前に露光することがで
きるため、未反応モノマーの残留を抑えられ、その結果として臭気を低減することができ
る。
【０１９７】
　更に、駆動を伴わない別光源によって硬化を完了させてもよい。ＷＯ９９／５４４１５
号パンフレットでは、照射方法として、光ファイバーを用いた方法やコリメートされた光
源をヘッドユニット側面に設けた鏡面に当て、記録部へＵＶ光を照射する方法が開示され
ており、このような硬化方法もまた、本発明のインクジェット記録方法に適用することが
できる。
【０１９８】
　上述したようなインクジェット記録方法を採用することにより、表面の濡れ性が異なる
様々な被記録媒体に対しても、着弾したインクのドット径を一定に保つことができ、画質
が向上する。なお、カラー画像を得るためには、明度の低い色から順に重ねていくことが
好ましい。明度の低いインクから順に重ねることにより、下部のインクまで照射線が到達
しやすくなり、良好な硬化感度、残留モノマーの低減、臭気の低減、接着性の向上が期待
できる。また、照射は、全色を吐出してまとめて露光することが可能だが、１色毎に露光
するほうが、硬化促進の観点で好ましい。
【０１９９】
　このようにして、本発明のインク組成物により、活性放射線の照射により高感度で硬化
することで、被記録媒体表面に高精細で、高強度の画像を形成することができる。また、
被記録媒体との接着性に優れた画像を形成することができる。
　更に、本発明のインク組成物は、保存安定性が高く、これをインクジェット装置に適用
した際に、インクジェットヘッド等の周辺で含有成分の析出等が生じることがなく、吐出
安定性に優れたインク組成物であることから、安定した画像形成を行うことができる。
【実施例】
【０２００】
　以下実施例により本発明を更に具体的に説明するが、本発明はこれら実施例における形
態に限定されるものではない。なお、以下の実施例は各色のＵＶインクジェット記録用の
インクに係るものである。また、以下の説明においては、特に断りのない限り、「部」は
すべて「質量部」を意味する。
【０２０１】
〔実施例１〕
　以下の成分を、高速水冷式攪拌機により撹拌し、シアン色のＵＶインクジェット用イン
ク組成物を得た。
【０２０２】
（シアン色インク組成物）
・スルフィド化合物（Ａ－５）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４．５部
・特定増感色素（Ｉ－１４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．５部
・単官能アクリレート（Ｓａｒｔｏｍｅｒ社製ＳＲ３３９）　　　　　　　　４４．０部
・単官能アクリレート（Ｓａｒｔｏｍｅｒ社製ＳＲ５０６）　　　　　　　　２５．７部
・二官能アクリレート（Ｓａｒｔｏｍｅｒ社製ＳＲ５０８）　　　　　　　　　１．５部
・Ｓｏｌｓｐｅｒｓｅ　３２０００（Ｎｏｖｅｏｎ社製分散剤）　　　　　　　１．２部
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・Ｉｒｇａｌｉｔｅ　Ｂｌｕｅ　ＧＬＶＯ　　　　　　　　　　　　　　　　　３．０部
　　（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ社製顔料）
・Ｆｉｒｓｔｃｕｒｅ　ＳＴ－１（Ｃｈｅｍ　Ｆｉｒｓｔ社製重合禁止剤）　０．０５部
・Ｌｕｃｉｒｉｎ　ＴＰＯ（ＢＡＳＦ社製光開始剤）　　　　　　　　　　　　５．０部
・Ｉｒｇａｃｕｒｅ　３６９　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．５部
　　（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ社製光開始剤）
・Ｉｒｇａｃｕｒｅ　９０７　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．０部
　　（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ社製光開始剤）
・Ｂｙｋ　３０７　（ＢＹＫ　Ｃｈｅｍｉｅ社製消泡剤）　　　　　　　　　０．０５部
【０２０３】
（インク組成物の評価）
　得られたシアン色インク組成物と、ピエゾ型インクジェットヘッド（東芝テック製のＣ
Ａ３ヘッド）を有するインクジェット記録装置を用いて、ポリ塩化ビニル製のシート上に
記録を行った。インク供給系は、元タンク、供給配管、インクジェットヘッド直前のイン
ク供給タンク、フィルター、ピエゾ型のインクジェットヘッドから成り、ノズル部分が常
に４５℃±３℃となるよう、温度制御を行った（１００％被覆画像を印刷）。インク組成
物を吐出後、鉄ドープ処理した紫外線ランプ（パワー１２０Ｗ／ｃｍ２）の光線下に４０
ｍ／ｍｉｎの速度で通過させることにより照射を行って、インクを硬化させ、印刷物を得
た。
　このとき、以下の評価を行った。結果をまとめて表１に示す。
【０２０４】
＜硬化感度＞
　硬化における露光エネルギーを光量積算計（ＥＩＴ社製ＵＶ　ＰｏｗｅｒＭＡＰ）によ
り測定した。この数値が小さいほど、高感度で硬化すると評価する。その結果、実施例１
のインク組成物は、シート上での紫外線の積算露光量は約２６０ｍＪ／ｃｍ２であり、高
感度で硬化していることが確認された。
【０２０５】
＜硬化性＞
　硬化性は、このインクによる印刷物を、シート上での紫外線の積算露光量約４００ｍＪ
／ｃｍ２で硬化を行い、硬化後の画像部を触診により評価した。硬化性は、硬化膜表面の
粘着性の有無で評価する。
　その結果、硬化後の粘着性は完全に消失しており、硬化性に優れることを確認した。
【０２０６】
＜被記録媒体との接着性＞
　被記録媒体との接着性はクロスハッチテスト（ＥＮ　ＩＳＯ２４０９）により評価し、
ＡＳＴＭ法による表記５Ｂ～１Ｂで表す。５Ｂが最も接着性に優れ、３Ｂ以上で実用上問
題のないレベルであると評価する。
　その結果、実施例１のインク組成物は、高い接着性を有し、その値は、ＡＳＴＭ法によ
る表記で５Ｂを示した。
【０２０７】
＜吐出安定性＞
　得られたインク組成物を３５℃で２４週間保存後、上記のピエゾ型インクジェットノズ
ルを有するインクジェット記録装置を用いて、被記録媒体への記録を行い、常温で２時間
連続印字したときの、ドット抜け及びインクの飛び散りの有無を目視にて観察し、下記基
準により評価した。「△」及び「×」は実用上問題となるレベルである。
　○：ドット抜け又はインクの飛び散りが発生しないか、発生が５回以下
　△：ドット抜け又はインクの飛び散りが６～２０回発生
　×：ドット抜け又はインクの飛び散りが２１回以上発生
【０２０８】
〔実施例２〕
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　以下の成分を、高速水冷式攪拌機により撹拌し、マゼンタ色のＵＶインクジェット用イ
ンク組成物を得た。
【０２０９】
（マゼンタ色インク組成物）
・スルフィド化合物（Ａ－３）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３．０部
・特定増感色素（Ｉ－１７）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４．０部
・Ｎ－ビニルカプロラクタム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５．０部
　　（アイエスピー・ジャパン社製Ｖ－ＣＡＰ）
・二官能アクリレート（Ｓａｒｔｏｍｅｒ社製ＳＲ９０４５）　　　　　　　７．７部
・単官能アクリレート（Ｓａｒｔｏｍｅｒ社製ＳＲ３３９）　　　　　　　５９．０部
・多官能アクリレート（Ｓａｒｔｏｍｅｒ社製ＳＲ３９９）　　　　　　　　０．５部
・Ｒａｐｉ－Ｃｕｒｅ　ＤＶＥ－３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．５部
　　（ＩＳＰ　Ｅｕｒｏｐｅ社製ビニルエーテル化合物）
・Ｓｏｌｓｐｅｒｓｅ　３２０００（Ｎｏｖｅｏｎ社製分散剤）　　　　　　１．２部
・Ｃｉｎｑｕａｓｉａ　Ｍａｚｅｎｔａ　ＲＴ－３５５Ｄ　　　　　　　　　３．６部
　　（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ社製顔料）
・Ｆｉｒｓｔｃｕｒｅ　ＳＴ－１（Ｃｈｅｍ　Ｆｉｒｓｔ社製重合禁止剤）０．０５部
・Ｌｕｃｉｒｉｎ　ＴＰＯ（ＢＡＳＦ社製光開始剤）　　　　　　　　　　　５．０部
・Ｉｒｇａｃｕｒｅ　３６９　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．４部
　　（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ社製光開始剤）
・４－フェニルベンゾフェノン（東京化成工業社製光開始剤）　　　　　　　１．０部
・Ｂｙｋ　３０７（ＢＹＫ　Ｃｈｅｍｉｅ社製消泡剤）　　　　　　　　　０．０５部
【０２１０】
　得られたマゼンタ色インクを、ポリ塩化ビニル製のシート上に実施例１と同様に吐出し
、硬化を行った。
　このマゼンタ色インク及び該インクによる印刷物について実施例１と同様に評価した。
結果を表１に示す。
【０２１１】
〔実施例３〕
　以下の成分を、高速水冷式攪拌機により撹拌し、黒色のＵＶインクジェット用インク組
成物を得た。
【０２１２】
（黒色インク組成物）
・スルフィド化合物（Ａ－５）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０．０部
・スルフィド化合物（Ａ－１６）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．０部
・特定増感色素（Ｉ－１４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．０部
・単官能アクリレート（Ｓａｒｔｏｍｅｒ社製ＳＲ３３９）　　　　　　　３６．５部
・単官能アクリレート（Ｓａｒｔｏｍｅｒ社製ＳＲ４８９）　　　　　　　２１．２部
・多官能アクリレート（Ｓａｒｔｏｍｅｒ社製ＳＲ３９９）　　　　　　　　０．５部
・Ｒａｐｉ－Ｃｕｒｅ　ＤＶＥ－３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４．０部
　　（ＩＳＰ　Ｅｕｒｏｐｅ社製ビニルエーテル化合物）
・Ｓｏｌｓｐｅｒｓｅ　３２０００（Ｎｏｖｅｏｎ社製分散剤）　　　　　　１．２部
・Ｍｉｃｒｏｌｉｔｈ　Ｂｌａｃｋ　Ｃ－Ｋ　　　　　　　　　　　　　　　２．６部
　　（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ社製顔料）
・Ｆｉｒｓｔｃｕｒｅ　ＳＴ－１（Ｃｈｅｍ　Ｆｉｒｓｔ社製重合禁止剤）０．０５部
・Ｌｕｃｉｒｉｎ　ＴＰＯ（ＢＡＳＦ社製光開始剤）　　　　　　　　　　　４．４部
・Ｉｒｇａｃｕｒｅ　３７９　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．５部
　　（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ社製光開始剤）
・４－フェニルベンゾフェノン（東京化成工業社製光開始剤）　　　　　　　１．０部
・Ｂｙｋ　３０７（ＢＹＫ　Ｃｈｅｍｉｅ社製消泡剤）　　　　　　　　　０．０５部



(48) JP 2010-6977 A 2010.1.14

10

20

30

40

50

【０２１３】
　得られた黒色インクをポリ塩化ビニル製のシート上に実施例１と同様に吐出し、硬化を
行った。
　この黒色インク及び該インクによる印刷物について実施例１と同様に評価した。結果を
表１に示す。
【０２１４】
〔実施例４〕
　以下の成分を、高速水冷式攪拌機により撹拌し、白色のＵＶインクジェット用インク組
成物を得た。
【０２１５】
（白色インク組成物）
・スルフィド化合物（Ａ－５）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６．０部
・特定増感色素（Ｉ―１４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．２部
・二官能アクリレート（Ｓａｒｔｏｍｅｒ社製ＳＲ９０４５）　　　　　　　　３．０部
・単官能アクリレート（Ｓａｒｔｏｍｅｒ社製ＳＲ３３９）　　　　　　　　５２．０部
・多官能アクリレート（Ｓａｒｔｏｍｅｒ社製ＳＲ３９９）　　　　　　　　　２．０部
・Ｓｏｌｓｐｅｒｓｅ　４１０００（Ｎｏｖｅｏｎ社製分散剤）　　　　　　　２．４部
・ＭＩＣＲＯＬＩＴＨ　ＷＨＩＴＥ　Ｒ－Ａ　　　　　　　　　　　　　　　１６．０部
　　（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ社製顔料）
・Ｆｉｒｓｔｃｕｒｅ　ＳＴ－１（Ｃｈｅｍ　Ｆｉｒｓｔ社製重合禁止剤）　０．０５部
・Ｌｕｃｉｒｉｎ　ＴＰＯ（ＢＡＳＦ社製光開始剤）　　　　　　　　　　　　４．０部
・Ｉｒｇａｃｕｒｅ　３６９　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．２部
　　（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ社製光開始剤）
・Ｉｒｇａｃｕｒｅ　９０７　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．１部
（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ社製光開始剤）
・Ｂｙｋ　３０７（ＢＹＫ　Ｃｈｅｍｉｅ社製消泡剤）　　　　　　　　　　０．０５部
【０２１６】
　得られた白色インクをポリ塩化ビニル製のシート上に実施例１と同様に吐出し、硬化を
行った。
　この白色インク及び該インクによる印刷物について実施例１と同様に評価した。結果を
表１に示す。
【０２１７】
＜硬化後の変色＞
　また、実施例４で得られた白色インクについては、印刷物を硬化後、温度６０℃、相対
湿度６０％の条件下で７日間保存した後に、着色の程度を表す指標として色彩値ｂ＊（Ｃ
ＩＥ）の値を、分光色彩濃度計（Ｘ－Ｒｉｔｅ社製５２８濃度計）にて測定した。測定値
は値が小さいほど着色（黄色）の程度が小さいことを表す。結果を表１に示す。
【０２１８】
〔実施例５〕
　以下の成分を、高速水冷式攪拌機により撹拌し、シアン色のＵＶインクジェット用イン
ク組成物を得た。
【０２１９】
（シアン色インク組成物）
・スルフィド化合物（Ａ－２０）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４．５部
・特定増感色素（Ｉ－１４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．５部
・単官能アクリレート（Ｓａｒｔｏｍｅｒ社製ＳＲ３３９）　　　　　　　　４４．０部
・単官能アクリレート（Ｓａｒｔｏｍｅｒ社製ＳＲ５０６）　　　　　　　　２５．７部
・二官能アクリレート（Ｓａｒｔｏｍｅｒ社製ＳＲ５０８）　　　　　　　　　１．５部
・Ｓｏｌｓｐｅｒｓｅ　３２０００（Ｎｏｖｅｏｎ社製分散剤）　　　　　　　１．２部
・Ｉｒｇａｌｉｔｅ　Ｂｌｕｅ　ＧＬＶＯ　　　　　　　　　　　　　　　　　３．０部
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　　（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ社製顔料）
・Ｆｉｒｓｔｃｕｒｅ　ＳＴ－１（Ｃｈｅｍ　Ｆｉｒｓｔ社製重合禁止剤）　０．０５部
・Ｌｕｃｉｒｉｎ　ＴＰＯ（ＢＡＳＦ社製光開始剤）　　　　　　　　　　　　５．０部
・Ｉｒｇａｃｕｒｅ　３６９　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．５部
　　（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ社製光開始剤）
・Ｉｒｇａｃｕｒｅ　９０７　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．０部
　　（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ社製光開始剤）
・Ｂｙｋ　３０７　（ＢＹＫ　Ｃｈｅｍｉｅ社製消泡剤）　　　　　　　　　０．０５部
【０２２０】
　得られたシアン色インクを、ポリ塩化ビニル製のシート上に実施例１と同様に吐出し、
硬化を行った。
　このシアン色インク及び該インクによる印刷物について実施例１と同様に評価した。結
果を表１に示す。
【０２２１】
〔比較例１〕
　以下の成分を、高速水冷式攪拌機により撹拌し、白色のＵＶインクジェット用インク組
成物を得た。
【０２２２】
（白色インク組成物）
・Ｎ－ビニルカプロラクタム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６．０部
　　（アイエスピー・ジャパン社製Ｖ－ＣＡＰ）
・二官能アクリレート（Ｓａｒｔｏｍｅｒ社製ＳＲ９０４５）　　　　　　　　３．０部
・単官能アクリレート（Ｓａｒｔｏｍｅｒ社製ＳＲ３３９）　　　　　　　　５７．２部
・多官能アクリレート（Ｓａｒｔｏｍｅｒ社製ＳＲ３９９）　　　　　　　　　２．０部
・Ｓｏｌｓｐｅｒｓｅ　４１０００（Ｎｏｖｅｏｎ社製分散剤）　　　　　　　２．４部
・ＭＩＣＲＯＬＩＴＨ　ＷＨＩＴＥ　Ｒ－Ａ　　　　　　　　　　　　　　　１６．０部
　　（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ社製顔料）
・Ｆｉｒｓｔｃｕｒｅ　ＳＴ－１（Ｃｈｅｍ　Ｆｉｒｓｔ社製重合禁止剤）　０．０５部
・Ｌｕｃｉｒｉｎ　ＴＰＯ（ＢＡＳＦ社製光開始剤）　　　　　　　　　　　　４．０部
・Ｉｒｇａｃｕｒｅ　３６９　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．２部
　　（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ社製光開始剤）
・Ｉｒｇａｃｕｒｅ　９０７　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．１部
（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ社製光開始剤）
・Ｂｙｋ　３０７（ＢＹＫ　Ｃｈｅｍｉｅ社製消泡剤）　　　　　　　　　　０．０５部
【０２２３】
　得られた白色インクをポリ塩化ビニル製のシート上に実施例１と同様に吐出し、硬化を
行った。
　この白色インク及び該インクによる印刷物について、実施例１と同様に評価した。また
、実施例４と同様にして、硬化後の変色についても評価した。結果を表１に示す。
【０２２４】
〔比較例２〕
　以下の成分を、高速水冷式攪拌機により撹拌し、白色のＵＶインクジェット用インク組
成物を得た。
【０２２５】
（白色インク組成物）
・Ｎ－ビニルカプロラクタム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６．０部
　　（アイエスピー・ジャパン社製Ｖ－ＣＡＰ）
・Ｄａｒｏｃｕｒ　ＩＴＸ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．２部
　　（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ社製イソプロピルチオキサン
トン増感色素）
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・二官能アクリレート（Ｓａｒｔｏｍｅｒ社製ＳＲ９０４５）　　　　　　　　３．０部
・単官能アクリレート（Ｓａｒｔｏｍｅｒ社製ＳＲ３３９）　　　　　　　　５２．０部
・多官能アクリレート（Ｓａｒｔｏｍｅｒ社製ＳＲ３９９）　　　　　　　　　２．０部
・Ｓｏｌｓｐｅｒｓｅ　４１０００（Ｎｏｖｅｏｎ社製分散剤）　　　　　　　２．４部
・ＭＩＣＲＯＬＩＴＨ　ＷＨＩＴＥ　Ｒ－Ａ　　　　　　　　　　　　　　　１６．０部
　　（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ社製顔料）
・Ｆｉｒｓｔｃｕｒｅ　ＳＴ－１（Ｃｈｅｍ　Ｆｉｒｓｔ社製重合禁止剤）　０．０５部
・Ｌｕｃｉｒｉｎ　ＴＰＯ（ＢＡＳＦ社製光開始剤）　　　　　　　　　　　　４．０部
・Ｉｒｇａｃｕｒｅ　３６９　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．２部
　　（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ社製光開始剤）
・Ｉｒｇａｃｕｒｅ　９０７　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．１部
　　（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ社製光開始剤）
・Ｂｙｋ　３０７（ＢＹＫ　Ｃｈｅｍｉｅ社製消泡剤）　　　　　　　　　　０．０５部
【０２２６】
　得られた白色インクをポリ塩化ビニル製のシート上に実施例１と同様に吐出し、硬化を
行った。
　この白色インク及び該インクによる印刷物について、実施例１と同様に評価した。また
、実施例４と同様にして、硬化後の変色についても評価した。結果を表１に示す。
【０２２７】
【表１】

【０２２８】
　表１に明らかなように、実施例のインク組成物は、いずれも、硬化性、及び硬化後に得
られた画像の接着性にも優れることが分かる。更に、実施例のインク組成物は、インクジ
ェット記録に適用しても、吐出安定性が高く、経時安定性（保存安定性）にも優れること
が分かる。特に、実施例１～４のインク組成物は、露光感度が高いことが分かる。
　更に、白色インクの場合には硬化後の変色が問題となるが、実施例４のように、本発明
の光硬化性組成物は、硬化後の変色が抑制されることが分かる。
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